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Ⅰ 法人の特徴 
 

本学は，先端科学技術分野に係る高度の基礎研究を推進するとともに，大学等の研究者

の養成のみならず，企業等において先端科学技術分野の研究開発等を担う高度の研究者，

技術者等の組織的な養成及び再教育を行うことを目的として平成２年 10 月に創設された

学部を置かない大学院のみの大学である。  
教育研究組織は，開学当初，先端科学技術分野の人材養成ニーズを踏まえ，情報科学と

材料科学の２研究科を相次いで設置し，その後の社会的な状況の変化等を踏まえ，平成８

年５月に知識科学研究科を設置した。いずれの研究科も２専攻で編制し，前期２年（前期

課程），後期３年（後期課程）の区分制博士課程である。  
本学が担う先端科学技術分野は，いずれも，①広範な学際的広がりを持つこと，②基礎

研究における全く新たな展開が見られ，しかもその展開が極めて急速であること，③基礎

研究における新しい知見が極めて短期間のうちに技術開発につながっており，また技術の

進歩がこれらの基礎研究を基盤としてその進展を可能にしているなど，「科学と技術との一

体化」が他の分野以上に顕著であること，等の共通の特色を持っている。したがって，こ

れらの分野においては従来の学問分野の枠を超えて，それぞれの分野に焦点を当てた学際

的な基礎研究の推進が重要であり，また，研究開発を担う研究者，技術者の組織的養成が

学術研究面でも産業経済面でも大きな課題となっている。  
本学は，このような先端科学技術分野の基礎研究の推進と高度の研究者，技術者の養成

及び再教育という社会的な要請に的確にこたえていくため，柔軟な組織編制を可能とする

独立の大学院大学として次のような特徴ある教育研究活動を展開している。  
 
１ 幅広く門戸を開放した学生受入  

入学者選抜は面接を主体に行い，大学の学部に３年以上在学した者を含め，出身学

部・学科を問わず，社会人・留学生を含め，あらゆる分野から意欲ある人材を積極的に

受入れ。  
 
２ 体系的な教育カリキュラムの編成  
  専門科目を，異分野出身者のための「導入講義」，徹底した基礎概念の把握を目的とす

る「基幹講義」，専門知識の修得を目的とする「専門講義」，「先端講義」，に階層化し，

幅広く，基礎から応用までを学べるカリキュラムを編成。  
 
３ 複数指導体制による研究指導  

専攻分野に関する主テーマのほか，隣接又は関連分野の基礎的な概念，知識等を身に

付けさせるための第２の課題として副テーマを課し，学生１人に対して主指導教員，副

指導教員，副テーマ指導教員の３人の教員が指導に当たる複数教員指導制を採用。  
 
４ 多様な教員組織の編制  
  全学的な視点から教員選考を行い，国内外で活躍し，先端科学技術分野をリードする

研究者を国公私立大学はもとより民間の第一線研究機関など広く各界から受け入れ，多

様な教員組織を編制するとともに，全学的な任期制により教員の流動性を確保。  
 
５ 社会，産業界との連携  
  共同研究及び受託研究の推進，客員講座，寄附講座，連携講座の活用，経済界からの

各種助成の導入など，社会及び産業界との連携を推進。  
 
６ 国際化の推進  
  世界に開かれた国際的な大学院として，英語で学位を取得できるバイリンガル環境を

充実し，世界中から優れた教員と留学生の受入を推進。  
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Ⅱ 中期目標ごとの自己評価 
 

１ 教育に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目１「教育の成果に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

   
○小項目１：  

「今後一層複雑化する社会の仕組みの中で，科学技術の成果が真に人類と地球の持

続的な発展に貢献するためには，科学技術の創造に携わる者が，その使命を自覚し，

幅広い視野と確固とした学理に根ざして，事に当たって深く洞察し，真理を探究し，

応用を切り開く能力を持たねばならない。そのような，高度の知識と応用力，幅広

い視野と的確な判断力，高度のコミュニケーション能力を備えた研究者，専門技術

者を養成する。」の分析  
    

a)関連する中期計画の分析  
   ●教育の成果・効果の検証に関する具体的方策  

計画１－１：  
【1】「高度の研究活動によって大学に蓄積される豊かな学問環境の中で，幅広い視

野と的確な判断力を備えて，国際的な場で活躍できる，研究者，専門技術者を

養成する。このような正規の教育課程と併行して，研究科，学内共同教育研究

施設（センター）の持つ高度な専門的研究環境を生かして，本学学生及び学外

の研究者，技術者に対する最新の科学技術教育を行う。」に係る状況  
 

(実施状況 ) 
大学院大学である本学は，先端科学技術分野に係る高度の基礎研究を背景に，

大学等の研究者，企業等における研究開発等を担う高度の研究者・技術者の組織

的な養成を行うために創設された。こうした人材を養成するためには，幅広い専

門知識のみならず，基礎概念をしっかりと理解し，関連分野の先端的な専門知識

を絶えず吸収・消化できる能力を身に付けることが必要であり，本学ではかかる

基本理念の下，知識科学，情報科学及びマテリアルサイエンスの各分野において

次のような階層的で幅広い学修を求める教育課程を編成し，体系的かつ組織的な

大学院教育を推進してきた（別添資料 1-1：教育課程の編成の趣旨と開講授業科

目との関係，別添資料 P１）。  
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤共通科目：各分野共通の基盤となる科目  
⑥ﾃｸﾆｶﾙ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ：英語による研究発表，提案応力を培う科目  

【カリキュラム構造】  
①導入講義：他分野からの入学者を対象とする講義  
②基幹講義：専門的基礎学力を養成する講義（複数分野からの履修を義務付け）

③専門講義・先端講義：教員の専門性を背景とする高度の専門性を有する講義

④特論・研修：主テーマ指導に加え，隣接・関連分野から副テーマ指導を実施

こうした教育課程の下で，平成 16～19 年度の４年間に修士 1,134 名，博士 224
名を社会へ輩出した（「資料 B1-2006 データ分析集：（18）学位取得状況」参照）。  

また，法人化と前後して，学位取得を目的とする課程のほかにも，各研究科，

センターの持つ高度な専門的研究環境を活かして，教育コースを提供し，本学学

生及び学外の研究者，技術者に対し最新の科学技術教育を行った（【38】P44 参照，

別添資料 1-3：教育コースの概要，別添資料 P７ )。  
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平成 18 年度には，これまでの組織的な大学院教育の経験を活かして，学生の
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キャリア目標という視点から教育プログラムを捉え直した「新教育プラン」を策

定し，平成 20 年度からの学生受入準備を進めた（別添資料 1-2：新教育プランパ

ンフレット，別添資料 P４）。  
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別添資料 1-1 教育課程の編成の趣旨と開講授業科目との関係（別添資料 P１）

別添資料 1-2 新教育プランパンフレット（別添資料 P４）  
別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  

 
計画１－２：  
【2】「博士前期課程においては，専攻する分野を中心として，関連する諸科学の基

礎概念の確固とした理解の上に，必要な方法論，技法を選択することによって，

与えられた課題を解決する能力をもった人材を養成する。博士後期課程におい

ては，博士前期課程修了者に対して要求される資質を前提として，専攻する分

野を中心とする諸科学についての深い理解と，十分な知識を有し，解決すべき

課題を自ら発見し解決する能力を備えた人材を養成する。いずれの場合にも，

専攻する専門分野の教育と同時に，幅広い視野と未来への展望を持って，的確

な判断を下せる力を身に付けさせる。」に係る状況  
 

（実施状況）  
高度な知識と応用力，幅広い視野と的確な判断力，高度のコミュニケーション

能力を養成するため，1）専門科目の階層化，複数分野の設定，2）共通科目，テ

クニカル・コミュニケーション科目の開設という枠組みに従い，それに適した授

業科目を開設し，高度な専門性と幅広い視野を身に付けさせるカリキュラムを実

施した（別添資料 1－1：教育課程の編成の趣旨と開講授業科目との関係，別添資

料 P１）。  
研究指導においては自己の専攻分野に関する「主テーマ」に加え，隣接又は関

連分野の基礎的な概念，知識等を身に付けさせるために「副テーマ」を課してい

る。（学位の取得状況については，「資料 B1-2006 データ分析集：（18）学位取得

状況」参照）。  
こうした取組に対しては，平成 18 年度に実施した学外有識者による自己点検・

評価の検証でも高く評価されている（資料 2-1：自己点検・評価の検証結果報告

書（抜粋））。 

また，平成 17・18 年度に実施した平成 11～16 年度の修了生を対象とするアン

ケートによれば，幅広い分野の修得に対しては， 86.3%が有意義であったと回答

しているほか，講義の階層構造に対しても 65.5％が適切であったと回答しており，

修了生自身が本学の教育課程の意義や成果を認識していることが示された（資料

2-2：修了生アンケートの結果）。  
 
 
 

(再掲 )別添資料 1-1 教育課程の編成の趣旨と開講授業科目との関係 (別添資料 P１ ) 

資料 2-1 自己点検・評価の検証結果報告書（抜粋） 

  
基準６ 教育の成果 

 
 
 教育成果は社会に多角的に作用するものであり、その評価は長期的な視点で考える必

要がある。特に先端大は創設から 16 年の新しい大学であり、今後の具体的な成果が期

待されるが、積み上げ型の基礎学力を重視する理工系において、出身や専門を問わず学

生を受け入れて教育を行い、規定の修業年限で多数修了させ、幅広い分野に人材を供給

してきた努力と実績は特筆すべきことである。 

 
 
 
 

 （出典：「北陸先端科学技術大学院大学自己点検･評価の検証結果報告書」P９）
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資料 2-2 修了生アンケートの結果 

※平成 11～16 年度博士前期課程修了生を対象に実施。回答数 139。

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 （出典：平成 17・ 18 年度実施  修了生アンケートの集計結果）  
 
 
●卒業後の進路等に関する具体的目標    

計画１－３：  
【3】「国内外の大学・研究機関，企業の研究開発部門・マネジメント部門等への就

職とともに，研究の過程で獲得したアイデア，技術を基に自ら起業する者を

VBL（ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー）等を通じて，積極的に支援する。」

に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度に就職支援室及び教員と事務職員で構成する就職支援タスクフォー

スを設置し，積極的な就職支援活動を実施した（【49】参照，P52）。就職者の 94％
が本学の教育分野に即した科学研究者，情報処理技術者等の「専門的・技術的職業」

に就職しており，修了生の進路状況から中期計画が想定する人材養成が行われてい

ることが示されている（「資料 B1-2006 データ分析集：(21)職業別の就職状況，(22)
産業別の就職状況」参照）。また，平成 18 年度に修了した学生の進路状況について，

知識科学研究科及び情報科学研究科では情報通信業，電気・情報通信機械，電子・

精密機械等への就職が約 70%前後，マテリアルサイエンス研究科では，電子・情報

- 4 - 
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通信機械，電子・精密機械，化学関係が約 70％となっており，学生の希望業種の割

合とほぼ一致している。このことは，教育内容・成果が学生の期待に応えるものと

なっていることを示しているといえる。  
 自ら起業する者に対しては，ベンチャー・ビジネス・ラボラトリーの研究室の提

供，産学官連携コーディネーターによるアドバイス等のサポート等のほか，共通科

目としてベンチャー・ビジネス実践論を開講した。平成  17 年度からは中小企業診

断士によるベンチャー・ビジネス・ラボラトリー入居者に対する経営相談を開始し，

起業へのきめ細かい助言を受けられる仕組みを整備し，その結果学生又は修了生に

よる大学発ベンチャー企業が２件設立された（資料 3-1：修了生・在学生による大

学発ベンチャー企業一覧）。  
 

資料 3-1 修了生・在学生による大学発ベンチャー企業一覧 

平成16年6月 株式会社ＪＡＩＳＴＡＴＩＯＮ
農産物の生産、卸、販売と共同研究の受注などの知的財産提供の２
事業を柱に農産物のeコマース（電子商取引）、農業ＭＯＴ（技術経
営）、マイスター制度の構築、実践

平成17年3月 有限会社Ｑ-Ｌｉｇｈｔｓ 有機EL材料の評価、照明用有機EL試作品の販売

設立年月 企業名 主な製品又はサービス

 

※平 成 16-19 年 度 の４年 間 における実 績  

 
●教育の成果に関する具体的目標  

計画１－４：  
【4】「学生による授業評価を既に全面的に実施しているが，この内容を更に充実し，

結果の分析，授業改善へのフィードバックシステムを充実させる。定期的に卒

業生及び就職先に対する調査を行い，教育の改善・充実の参考とする。」に係

る状況  
 

（実施状況）  
学生による授業評価については，学期の終了時に加え，平成 17 年度から学期の

途中で中間評価を実施し，評価結果に基づいた改善を迅速に行い，かつ改善状況を

評価できるようにした。平成 19 年度の評価結果では，「シラバスで期待された内容

が授業で得られているか」との問いに対し，79.5%が５段階中４又は５と回答して

いるほか，「期待する成績は何点か」との問いに対しては 83.5%が 70 点以上と回答

しており，このことから学生自身が当該科目の履修による成果を認識していたこと

が判断できる（資料 4-1：授業評価アンケートの結果）。  
評価結果の教育改善への活用については，毎年度実施する「授業及び学生生活に

関する学生と学長等との懇談会」で報告するとともに，平成 18 年度には教育･研究

担当副学長を主査とする教育改善 WG を設置し，各教員の授業改善例を集約して分

析を行い，改善に活かす組織的なフィードバックの仕組みを整備した。その結果，

各授業担当者において講義内容の整理や，成績評価の方法の見直し，教科書・参考

書の見直しなどの改善が図られた。  
本学が創設以来実施してきた先進的な教育制度の有効性については，平成 17･18

年度に実施した修了者に対するアンケートや，平成 19 年度の北陸３県の企業を対

象とするアンケート調査の結果から確認することができる（資料 4-2：修了生アン

ケートの結果，資料 4-3：就職先からの意見聴取）。これに加え，特に法人化後に実

施した教育活動の状況については，平成 16 年度から毎年度修了が確定した者に対

するアンケート調査を行っている。平成 19 年度の同アンケートの結果では，修士

課程について 89.2％が「意義があった」と回答しており，法人化後の教育活動に対

しても引き続き高い評価が得られていることが示されている（資料 4-4：修了確定

- 5 - 
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者アンケートの結果）。  
 

別添資料 4-1 授業改善報告書（様式）（別添資料 P9）   
 

資料 4-1 授業評価アンケートの結果 
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（出典：平成 19 年度授業評価アンケート集計結果）  

平成 19 年度実施の全講義の集計結果  
 
○シラバスで期待した内容が授業で得られましたか。  
（5(そう思う )･･･4･･･3(どちらとも言えない）･･･2･･･1(そう思わない ) 
m=4.17， s=0.91 

 
 
○期待する成績は何点ですか（5： 100，4： 80-99， 3： 70-79，  
2： 60-69，１：0-59）。   
m=3.58， s=0.95 

 
※m：平均点， s：標準偏差  
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 資料 4-2 修了生アンケートの結果 

（出典：平成 17・18 年度実施  修了生アンケートの集計結果）  

※平成 11～16 年度博士前期課程修了生を対象に実施。回答数 139。
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資料 4-3 就職先からの意見聴取 

【本学修了生の採用実績】 
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（出典：平成 19 年度実施「北陸の企業の人材ニーズ調査」をもとに作成）

【採用実績のある企業からの自由記述】 
 
・材 料 科学 研 究科 の学 生 を 1 名 採用 して いる が 、コミ ュニ ケ ーシ ョン 等 の能 力に 優 れて

いる 。 

・明 るく 、 強い 意志 を もっ て仕 事 に取 り組 ん でい る。 

・北 陸人 は 粘り 強い 印 象が ある 。 

・楽 しく 仕 事を して い る」 そう で 、上 々の 評 判（ 材料 ） 

・他 大学 の 学生 さん と 同様 に、 技 術的 専門 性 を有 した 方 が多 い 

・研 究の 進 め方 、論 文 の表 現な ど 優秀 な点 が 多々 見受 け られ る（ 材 料） 

・年 数を 積 むと 常識 的 なも のが 身 につ いて い る 

・大 変優 秀 。技 術系 で 力を 発揮 。 研究 志向 の 強い 人は 採 用せ ず 

・人 柄、 専 門知 識、 リ ーダ ーシ ッ プと もに 優 秀（ 材料 ） 

・探 究心 が 深い 。マ ジ メで ある 

・高 度な 専 門知 識を 持 って おり 、 優秀 であ る 

・ま じめ で 、業 務に 対 する 取り 組 む姿 勢が あ る 

・コ ミュ ニ ケー ショ ン 能力 に長 け てい る。 積 極的 に業 務 に取 り組 ん でい る 

・高 い 専門 知識 と課 題 解決 力を 持 って いる 。また その 能 力開 発に 取 り組 んで い る。実 直

に仕 事に 取 り組 んで い る 

・理 解力 が 高く 意欲 的 な印 象 

・知 的で 行 動力 があ る 

・幹 部と し ての 成長 を 期待 する だ けに ディ ベ ート 力、 企 画書 作成 は 優れ てい て ほし い。

・探 究心 、 研究 意欲 が ある 。コ ミ ュニ ケー シ ョン 能力 が 若干 劣る 。 

北陸先端科学技術大学院大学支援財団の会員企業を中心とする北陸 3 県の企業 80 社

を 対 象 に 本 学 先 端 科 学 技 術 研 究 調 査 セ ン タ ー が 実 施 し た 「 北 陸 の 企 業 の 人 材 ニ ー ズ 調

査」において，本学修了生の採用の有無，本学修了生の印象を調査している。結果は次

のとおり（回収総数 78 票(97.5%)）。 

61.1%

38.9%

採用したことがある

採用したことがない

※  本 学 に 対 す る 求 人 実 績 が あ る 企 業 を 対 象 に 集 計 。  
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資料 4-4 修了確定者アンケートの結果 

 
（出典：平成 19 年度修了確定者アンケート）  

 
計画１－５：  
【5】「大学院の教育においては，カリキュラムに沿った教室における授業と同等に，

研究室における実験，ゼミナール，論文作成指導等を通じて行われる教育が重

要な意義をもっている。この研究室における教育の質の向上に対して有効な評

価と，改善活動の実施に向けてシステムの整備を行う。」に係る状況  
 
（実施状況）  

大学院教育における研究室活動の重要性に鑑み，平成 17 年度から研究室内教育

アンケートを実施し，教育改善 WG で改善策の検討を行うフィードバックシステム

を整備した。平成 19 年度からは，より正確に学生からの意見を聴取するため，研

究室内教育に関する調査を修了確定者アンケートに統合して実施した。平成 19 年

度の調査においては，主テーマ指導に対しては 85.6％，副テーマ指導に対しては

71.3％が「よかった」と回答するなど高い評価が得られた（資料 5-1：研究室内教

育に関するアンケート結果）。  
 

- 9 - 
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資料 5-1 研究室内教育に関するアンケートの結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 19 年度修了確定者アンケート） 

  
 
 b)「小項目１」の達成状況  

（達成状況の判断) 

    目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 
教育課程の組織的展開の強化を図るとともに，各センターの専門性を活かした教

育コースを提供し，平成 16～19 年度の４年間で学位取得者は修士 1,134 名，博士

224 名，コース科目履修者は延べ 435 名となっている。  
就職状況については，博士前期課程では電気・情報通信機械等の製造業に約 60%

が，情報通信業に約 25％が，研究者・技術者として就職しており，本学の人材養成

に沿った結果となっている。また，教育成果について平成 19 年度の修了確定者ア

ンケートでは，89.2%が博士前期課程は「有意義であった」と回答しているほか，

主テーマ指導，副テーマ指導に対しても「良かった」との回答がそれぞれ 85.6%，

71.3%となっており，高い評価が得られている。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 

- 10 - 
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②中項目１の達成状況 

   (達成状況の判断) 
目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 
１．学位取得を目的とする課程に加え，センターの専門性を活かした教育コースを

開設し，４年間の受講者が延べ 435 名に達している点は優れている。（計画１－１）

【1】 

 

２．平成 19 年度の修了確定者アンケートでは，修士課程が有意義であったとの回答

が 89.2％に達し高い満足度が示された。（計画１－４）【4】 

 

３．平成 18 年度に実施した学外有識者による自己点検・評価の検証では，本学が多

様な学生を受け入れ，コースワークを重視した教育を実施している点が高く評価さ

れている。(計画１－２)【2】 

 

４．学生の就職状況が，希望業種の割合とほぼ一致しており，学生の期待に応えた

教育が行われていることが示されている。（計画１－３）【3】 

 

   (改善を要する点) 
    該当なし 

 

   (特色ある点) 

１．学生から研究室内における教育についてアンケート調査を行い，改善に反映さ

せている点は，大学院教育に特化した教育改善活動として特色ある取組である。

（計画１－５）【5】 
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 (２)中項目２「教育内容等に関する目標」の達成状況分析 

   
①小項目の分析 

    
○小項目１：  
「①アドミッション・ポリシーに関する基本方針  

ア．博士前期課程  
 多様な背景を持った学生に大学院レベルの学習の機会を与えるために，既往の

専攻や職歴等に関係なく，現在持っている知識よりも，これから新しい学問に挑

戦する基本的な知的能力，基本的な科学的知識と，何よりも明確な目的意識，断

固とした意欲をもった人材の確保に努める。  
イ．博士後期課程  

研究者あるいは高度の能力を備えた専門技術者として成長する知的能力，専門

に関する十分な基礎知識を有し，更に専攻しようとする分野に関して，明確な問

題意識と研究意欲を有する者を広く国内外から求める。留学生については，学習，

研究に必要とする十分な英語の能力を要求し，日本語の能力は問わない。  
ウ．入学時期の弾力化  

今後想定される，個人の生涯設計に合わせた柔軟な学習システムに対する要求

に対応して，入学時期を年４回に拡大する。  
エ．優秀な人材の早期発見，短期養成   

特に優秀な学生に対して，早期に高度な教育を実施し，その能力を社会へ還元

させるために，学部３年生修了時の大学院飛び入学，更に大学院課程の短期修了

を促進する。」の分析  
  
  

a)関連する中期計画の分析  
●アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策  

 
   計画１－１：  

【6】「ア．博士前期課程  
学部を持たない本学にとって，アドミッション・ポリシーに応じた入学者を

確保する選抜は，全国にまたがる候補者に対して，本学を理解してもらうこと

から始まる。このため，印刷物，ホームページの充実，ダイレクト・メール，

大学院説明会，大学見学会等を通じて，本学の理念・目標，教育システム，環

境，施設・設備等の情報発信を一層充実させる。」に係る状況  
 

（実施状況）  
大学院説明会，一日体験入学，大学見学会の実施や，東京サテライトキャンパ

スでの説明会等を通じて，情報を発信した。大学院説明会については，開催場所

や時期，回数を見直しつつ，平成 19 年度からは冬季にも開催するなど平成 16 年

から 19 年度までの間に，全国 21 箇所で 105 回開催し，1,414 名の参加が得られ

た（資料 6-1：大学院説明会，大学見学会等実施状況）。  
 学生の入学支援や効果的な情報発信の方策を検討し，実行するため，平成 16
年度に入学支援室とともに，入学支援システムタスクフォースを発足させ，面接

日時を随時設定する特別選抜制度の導入（４年間で計 14 名が入学），高等専門学

校との推薦協定の締結（18 機関と協定を締結し，４年間で計９名が入学）等に取

り組んだ（資料 6-2：高等専門学校との推薦協定の締結数・推薦入学者数）。  
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資料6-1　大学院説明会，大学見学会等実施状況

（１）大学院説明会

年度
実施回数

（回）
参加者数

（人）
会　　　　　　　　場

平成16年度 16 355
札幌，仙台，東京(4回)，八王子，横浜，金沢，名古屋，京
都，大阪(2回)，神戸，広島，福岡

平成17年度 36 375
札幌，仙台(2回)，埼玉(2回)，千葉(2回)，東京(6回)，八王
子，横浜，新潟，金沢，富山，名古屋(3回)，静岡(2回)，三
重，滋賀，京都(2回)，大阪(3回)，神戸(2回)，岡山(2回)，

平成18年度 22 352
東京(8回)，八王子，金沢，富山，名古屋(2回)，滋賀，京
都，大阪(3回)，神戸，岡山，広島，福岡

平成19年度 31 332
札幌，仙台，東京(7回)，八王子(2回），名古屋（5回），京都，大阪
（５回），金沢（3回），富山，浜松，神戸，岡山，広島，福岡

計 105 1,414

(2)大学見学会・一日体験入学

年度
実施回数

（回）
参加者数

（人）
平成16年度 2 159
平成17年度 2 190
平成18年度 2 166
平成19年度 2 168

計 8 683
注）「大学見学会」，「一日体験入学」は，いずれも本学で実施する志願者を対象とする説明会
及び施設見学等のイベントであり，それぞれ6月（オープンキャンパス時），8月に1回ずつ開催。
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資料 6-2 高等専門学校との推薦協定の締結数・推薦入学者数 

年度 締結機関数 入学者数

平成16年度
平成17年度 8 1
平成18年度 6 2
平成19年度 4 6

計 18 9  

 
計画１－２：  
【7】「既往の専攻，経歴を問わず，広く意欲に溢れる学生を受け入れるために，従

来から面接を主体とした選抜を行っており，今後もこの方法を中心に位置付け

る。また，既に実施している学部３年生を対象とする飛び入学を更に組織的に

促進する。大学等からの推薦入学，留学生，企業派遣学生に対する特別選抜等

の多様な選抜方法を通じて，多様な教育背景，経歴を持った人材の中から，ア

ドミッション・ポリシーに応じた者の選抜を，より一層推進する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

平成 16 年度には，特別選抜制度（【6】参照，P12）の導入，高等専門学校から

の推薦入学制度（【6】参照，P12）の創設を行ったほか，過去４年間を通じて社

会人コースの充実（【38】参照，P44），ベトナム国家大学等交流協定校からの学

生受入（【8】参照，P14）など，多様な学生の確保に努めてきた。その結果，平

成 19 年５月１日現在の留学生の割合は 18.7%，社会人の割合は 28.5％に達した

（資料 7-1：留学生・社会人学生数。学部３年次からの飛び入学については，【11】
P16 参照。）  
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資料 7-1 留学生・社会人学生数 

学生数 留学生数 留学生割合
社会人
学生数

社会人学生
の割合

645 82 12.7% 131 20.3%
296 94 31.8% 137 46.3%
941 176 18.7% 268 28.5%大学院合計

平成19年5月1日現在。

博士前期課程
博士後期課程

 
 
 

計画１－３：  
【8】「イ．博士後期課程  

学生の構成を多様化するために，本学博士前期課程修了者からの進学者が

大多数を占めることにならないように，広く国内外から優秀な学生を入学さ

せるように努める。そのための方策として，全国に先駆けて博士後期課程を

対象に実施しているインターネット入試（ IAI： Interactive Admission over 
the Internet）選抜を更に充実させ，広く優秀な人材が容易に本学にアクセ

スできるようにする。また，優秀な海外からの学生を確実に入学させるため

に，世界各国に展開する学術交流協定締結機関からの推薦に基づく選抜にも

力を入れる。」に係る状況  
 

（実施状況） 

平成 17 年度からインターネット入試の出願期間及び審査期間の柔軟化を図り，

平成 16 年度から 19 年度までの間に 22 名がインターネット入試によって入学し

た（資料 8-1：インターネット入試による入学者数）。  
また，学術交流協定締結機関からの学生受入を推進し，博士後期課程において

は，過去４年間で推薦入学者も含め，計 41 名の留学生を受け入れた（資料 8-2：
学術交流協定締結機関からの受入学生数）。  

 
資料 8-1 インターネット入試による入学者数 

研究科 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
知識科学研究科 2 0 5 2
情報科学研究科 1 4 1 1
ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 1 1 2 2
大学全体 4 5 8 5 2
注)日本人学生を含む。

9
7
6
2

 
 

 資料 8-2 学術交流協定締結機関からの受入学生数 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

博士前期課程 0 4 6 14 24

博士後期課程 8 15 12 6 41

計 8 19 18 20 65

注1）学術交流協定機関から入学した者の数
注2）平成19年度における博士後期課程の受入減は，「国際大学院コース」
（平成12～18年度）が終了したことによる。  
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計画１－４：  
【9】「博士後期課程の入学希望者に対する情報発信は，博士前期課程とは重点の置

き方を変える。すなわち，博士後期課程においては本学の研究における優位性，

研究施設・設備の充実度，学位取得までのプロセスの情報が最も重要であり，

これらの点に留意した募集活動を行う。」に係る状況  
 

（実施状況） 

博士後期課程の学生募集に際しては，特に社会人や留学生にわかりやすく情報

を提供することが求められる。  
このため，社会人を対象とする MOT コースや組込みシステム大学院コース等

の説明会を東京サテライトキャンパスで実施したほか，留学生に対しては，イン

ターネット入試の活用，学術交流協定校からの受入推進 (【7】参照，P13)，日本

学生支援機構主催の「日本留学フェア」を通じた海外に対する情報提供を行った

（資料 9-1：日本留学フェア参加状況）。その結果，平成 19 年５月時点での博士

後期課程における留学生比率及び社会人学生比率は，それぞれ 31.8％，46.3％と

高い水準となった（資料 7-1：留学生・社会人学生数，P14）。  
 

 資料 9-1 日本留学フェア参加状況 

年度 開催国（都市）
ﾌﾞｰｽ
来訪者

台湾（台北・高雄） 31

韓国（ソウル・釜山） 23

ベトナム（ハノイ・ホーチミン） 55
台湾（台北・高雄） 38
マレーシア（ｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙ・ｼﾞｮﾎｰﾙﾊﾞﾙ） 157
タイ（バンコク・チェンマイ） 93
ベトナム（ハノイ･ホーチミン） 94
台湾（台北・高雄） 42
韓国（ソウル・釜山） 49
タイ（バンコク・チェンマイ） 50
ベトナム（ハノイ･ホーチミン） 119
インドネシア（ジャカルタ･スラバヤ） 198
台湾（台北・高雄） 72
韓国（ソウル・釜山） 85
タイ（バンコク） 53
ベトナム（ハノイ･ホーチミン） 85

1,244計

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

     
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（再掲）資料 7-1 留学生・社会人学生数（別添資料 P14）   
 

 
 
計画１－５：  
【10】「ウ．入学時期の弾力化  

学生の柔軟な受入れ，修了体制を整備するために，既に実施しているクォ

ーター制（４学期制）に基づき，平成 17 年度までに年４回の入学が可能な

制度を検討し，国籍，年齢，社会人経験などにおいて，多様な背景を持つ人

材を柔軟に受入れることのできる制度を設ける。現在，既に実施している年

４回修了可能なシステムと併せて，平成 18 年度までに「年４回入学，年４

回修了」を実施する。」に係る状況  
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（実施状況） 

平成 18 年度から，博士後期課程において「年４回入学，年４回修了」を実施

している。４年間で４月以外に入学した者の割合は 33.3%となった。（資料 10-1：
年４回入学の実施状況，資料 10-2：年４回修了の実施状況）。  

 
 資料 10-1 年 4 回入学の実施状況 

【博士後期課程】

4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

知識科学研究科 21 7 19 12 20 1 15 1 13 0 6 0

情報科学研究科 13 11 18 9 16 1 7 2 19 1 3 3

ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 16 11 20 4 15 1 8 1 22 1 1

大学全体 50 29 57 25 51 3 30 4 54 2 10 3

注）入学時期は，平成17年度までは，4月，10月，平成18年度以降は，4月，7月,10月及び1月

0

の

平成18年度 平成19年度
研究科

平成16年度 平成17年度

（単位：人）
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6

資料 10-2 年４回修了の実施状況 

【博士後期課程】

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

知識科学研究科 0 3 0 6 1 7 0 10 0 3 3 5 2 8 2 7

情報科学研究科 5 4 0 7 0 8 1 18 0 11 0 11 2 5 1 14

ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 0 10 2 13 4 12 0 22 1 2 0 18 1 7 3 1

大学全体 5 17 2 26 5 27 1 50 1 16 3 34 5 20 6 37

研究科
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

（単位：人）

 
 

 
 
計画１－６：  
【11】「エ．優秀な人材の早期発見，短期養成（早期入学，短期修了）  

特に優秀な学生を学部３年生修了段階で積極的に見出し，博士前期課程，

博士後期課程を一貫したショートプログラムで教育する制度を発足させた

が，これの定着に力を注ぎ，若く優秀な人材の輩出に努める。」に係る状況  
 

（実施状況） 

学部３年次からの入学については，平成 16～19 年度の４年間で計 19 名が飛び

入学したほか，博士前期課程・後期課程を通じたショートプログラム「高度人材

短期育成プログラム」を引き続き募集してきた。こうした取組を踏まえ，同プロ

グラムを「新教育プラン」の中で，特に優秀な学部３年次学生を対象とする博士

一貫的な「SD プログラム」として発展的に再構築した。その結果，平成 19 年度

に１名が SD プログラムの選抜試験に合格し，平成 20 年４月から入学することと

なった。  
 
 

計画１－７：  
【12】「オ．アドミッションオフィスの設置  

入学者確保を組織的に行うために，平成 16 年度に入試室を設置し，アド

ミッション業務の内容を向上させる。」に係る状況  
 

（実施状況） 

平成 16 年度に入学支援担当学長補佐を室長とする入学支援室を設置し，入学

支援システムタスクフォースと連携して受験者動向の分析，大学院説明会等の各

種イベントとリンクした効果的な情報発信等に取り組んだ。  
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特に，平成 18 年度においては，各研究科の人材養成目標を踏まえ，これまで

のアドミッション・ポリシーの基本方針を分野ごと，課程ごとに具体化し，学生

募集要項等を通じて入学志願者に対し情報提供を行った。  
 

 
b)小項目１の達成状況  

(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
大学院説明会を過去４年間で 105 回開催し，延べ 1,414 名の参加者を得るなど積極

的な情報提供を行っている。高等専門学校からの推薦入学を新たに開始し，過去４

年間で９名を受け入れている。４年一貫的な博士教育を行う SD プログラムを整備し，

学部３年次からの積極的な受入を図っている。  
博士後期課程においては，インターネット入試を活用し，同入試によって過去４年

間で 22 名が入学している。平成 18 年度からは入学時期を年４回に拡大し，この４

年間で４月以外に入学した者は 33.3％となった。  
平成 19 年５月１日現在で留学生，社会人の割合はそれぞれ 18.7%，28.5%となっ

ており，多様な学生の確保が行われている。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。  

 
○小項目２：  
「②教育課程編成に関する基本方針  

博士前期課程，博士後期課程それぞれの到達目標を明確にし，その実現に向けた体

系的なカリキュラムを編成する。特に，狭い専門に閉じこもることを戒め，幅広い科

学の基礎をしっかりと身に付けさせる。また，専門の学問以外にも目を向ける重要性

を認識させ，幅広く基本的な知識と知の技法を学ばせるための科目を設置する。」の分

析  
 

a)関連する中期計画の分析  
●教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策  

計画２－１：  
【13】「従来から実施しているクォーター制（４学期制）を今後とも堅持し，多様な

背景を持って，入学してくる学生に対して，博士前期課程，博士後期課程それ

ぞれに到達目標を明示し，達成させるための，カリキュラムを体系的に編成す

る。具体的には，他分野からの入学者に対して，専門教育に入る前の基礎知識

を与える「導入講義」，専門教育の基礎を与える「基幹講義」，専門教育の中心

となる「専門講義」，及び高度の専門教育を行う「先端講義」からなる科目構成

により，体系的な学習ができるようにする。博士後期課程においても，一定量

の講義科目の履修を義務付け，確固とした関連科学の知識を身に付けさせる。」

に係る状況  
 

（実施状況） 

短期集中型の「クォーター制」を採用し，階層化されたカリキュラムの編成や，

主テーマ・副テーマ制の実施によって幅広い体系的な学習を可能とする教育課程

を実践した（【1】，【2】参照，P１～２）。  
平成 16 年度以降は，21 世紀 COE プログラムなどの競争的外部資金を活用し

た人材育成，教育カリキュラムの整備・充実に積極的に取り組んだ（資料 13-1：
主な競争的外部資金の獲得状況）。  

特に，平成 17 年度に採択された「魅力ある大学院教育イニシアティブ」にお

ける「スキル教育」や「学外副テーマ研究制度」などの取組は，平成 20 年４月
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からの「新教育プラン」（別添資料 1-2：新教育プランパンフレット，別添資料 P
４）の制度設計に大きく貢献した。また，平成 19 年度には同プランを具体化し

た２件の大学院教育改革支援プログラムが採択された。  
 
 

（再掲）別添資料 1-2 新教育プランパンフレット（別添資料 P４）   
 
 

資料 13-1 主な競争的外部資金の獲得状況 
 

事 業 名  採 択 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名  期 間  

科 学 技 術 振 興 調 整 費 [新 興 人 材 養 成 ] 高 信 頼 インターネットソフトウェア開 発 検 証  H14-18 

21 世 紀 COE ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 知 識 科 学 に基 づく科 学 技 術 の創 造 と実 践  H15-19 

21 世 紀 COE ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 検 証 進 化 可 能 電 子 社 会  H16-20 

現 代 的 教 育 ﾆｰｽﾞ取 組 支 援 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ バイリンガル環 境 における科 学 技 術 英 語 教 育  H17-20 

魅 力 ある大 学 院 教 育 ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ ナノマテリアル研 究 者 の自 立 支 援 型 育 成  H17-18 

先 導 的 ＩＴｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ育 成 推 進 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 社 会 的 IT リスク軽 減 のための情 報 セキュリティ技

術 者 ・管 理 者 育 成 （奈 良 先 端 大 等 との共 同 ） 

H19-22 

グループワークによる知 識 創 造 教 育 （多 様 性 を

活 かす大 学 院 教 育 に向 けて） 

H19-21 大 学 院 教 育 改 革 支 援 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

ナノマテリアル研 究 リーダーの組 織 的 育 成 ～キャ

リア対 応 型 協 業 教 育 プラン～ 

H19-21 

 

 
 
計画２－２：  
【14】「更に，博士前期課程，博士後期課程ともに，専攻する分野における主テー

マ研究以外に他の分野において副テーマ研究を行い，幅広い知識の習得の機

会を持たせる。副テーマについては，学内はもとより，企業経験及び海外も

含めた研究機関での実施を奨励し，より社会経験の豊富な人材養成に努め

る。」に係る状況  
 

（実施状況） 

博士前期課程及び後期課程ともに，自己の専攻分野のほかに，隣接又は関連分

野の基礎的な概念，知識等を身に付けさせるための「主テーマ･副テーマ制」を実

施した。  
副テーマについては，マテリアルサイエンス研究科における「学外副テーマ研

究制度」をはじめ，研究指導委託の制度を活用し，平成 16～19 年度の４年間で

65 名が学外で副テーマを実施した。こうした取組は「新教育プラン」における研

究留学や長期インターンシップの制度化に結びついた。  
なお，副テーマについては，前述の修了確定者アンケートにおいて 71.3％が「よ

かった」と回答している（資料 5-1：研究室内教育に関するアンケートの結果，

P10）。  
 

（再掲）資料 5-1 研究室内教育に関するアンケートの結果（P10）  

 
計画２－３：  
【15】「すべての研究科に共通する「共通科目」を一層充実させて，広く人間と社

会の諸問題について深く学ぶ機会を設ける。また，他研究科等に設置・開設

される科目の履修も積極的に奨励する。」に係る状況  
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（実施状況） 

共通科目については，開設科目の見直し・充実を行い，平成 17 年度に２科目，

平成 18 年度に２科目を新たに開設した（資料 15-1：共通科目の開設状況（平成

16 年度以降新設した科目））。その結果，平成 19 年度においては 13 科目を延べ

451 名が受講した。  
こうした全学共通に必要な知識・スキルに関する科目を課す共通科目の実践は，

「新教育プラン」においてプレゼンテーションやライティング等社会人として必

要な実践スキルを育成する科目の開設という形で結実した（資料 15-2：他研究科

での履修，他研究科での副テーマの実績。統合科学技術コースについては【16】
P19 参照）。  

 
       資料 15-1 共通科目の開設状況（平成 16 年度以降新設した科目） 
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平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

O39ロジカルシンキング

　（平成17年度～）

O40学際コミュニケーション論

　（平成17年度～）

O41技術経営入門

　（平成18年度～）

O42地域再生システム論

　（平成18年度～）

受講者数合計 36 204 130

119 75

52 28

21 6 6

科目番号/科目名
受講者数(人）

15 27 21

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 資料 15-2 他研究科での履修，他研究科での副テーマの実績 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

他研究科での科目履修者(人） 17 13 20 9 59
他研究科での副テーマ実施者(人） 22 29 27 12 90

  

  
 
 
 

 
 
計画２－４：  
【16】「平成 16 年度中に，三研究科を横断する学際教育課程を新設し，大学院生は

もちろん，広く社会人からも優秀な人材を選抜し，スキル面（文章力，プレゼ

ンテーション力，自己啓発力など）も考慮した複合型教育プログラムを開発，

実施する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

平成 17 年度に分野横断型の教育プログラム「統合科学技術コース」を開設し

た（別添資料 1-3：教育コースの概要，別添資料 P７参照）。同コースでは，所属

外の研究科において副テーマを実施するほか，講義科目も２つの研究科からバラ

ンスよく履修するカリキュラムを編成し，金沢市内で開講することによって，企

業在籍者に学習機会を提供している。平成 19 年５月現在で，博士前期課程６名，

博士後期課程５名が在籍しており，これまでに前期課程で３名，後期課程で１名

の修了者を輩出している（スキル面の科目については【15】P18 参照）。  
 

 
 （再掲）別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  
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計画２－５：  
【17】「英語による報告書，論文の作成，口頭による発表，討論等のコミュニケーシ

ョン能力は，本学が輩出しようとする研究者，専門技術者には必須であること

から，全学生を対象にこの教育を一層充実させる。」に係る状況  
 

（実施状況） 

平成 14 年度から英語によるコミュニケーション能力を身に付けさせるため，

テクニカルコミュニケーション科目をレベル別，目的別に開講しており，平成 17
年度には「バイリンガル環境における科学技術英語」が現代 GP に採択された。

このプログラムの採択を受けて，専任外国人教員が英語による論文作成や発表に

ついて個別指導を行うチュータリングサービスを実施（資料 17-1：チュータリン

グサービス実施状況）したほか，TOEIC 及び TOEFL に対応した科目を新たに開

講するなどテクニカルコミュニケーション科目の充実を図り，平成 16～19 年度

に延べ 1,573 名が同科目を受講した（資料 17-2：テクニカルコミュニケーション

の受講状況）。その結果，TOEIC-IP を受験した学生の平均点が４年間で約 80 点

上昇した（資料 17-3：学生の TOEFL，TOEIC の点数分布）。  
こうした英語教育の取組を踏まえ，平成 20 年度からは博士後期課程の学生を

対象とした英語による高度のコミュニケーション能力を養成する科目として「サ

イエンティフィック・ディスカッション」を新たに開講し，英語教育のより一層

の充実を図ることとしている。  
 

資料 17-1 チュータリングサービス実施状況 

 
 
 

 

年度 教員数 件数
平成18年度 3 212
平成19年度 2 245

計 5 457

 
 
 

資料 17-2 テクニカルコミュニケーションの受講状況（単位：人） 
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科目名 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
E001 Basic English(TC101) 98 53 117 123 391
E002 Basic Writing(TC102) 55 54 25 40 174
E101 Graphics and Oralpresentation(TC201) 34 19 14 29 96
E102 Technical Documents(TC301) 17 7 12 18 54
E301 Technical Writing(TC103) 35 37 31 17 120
E302 Special Technical Documents(TC401) 19 5 20 14 58
E303 Research Communications(TC402) 35 28 24 34 121
NC001 TOEIC Preparation Class - 68 83 89 240
NC002 TOEFL Preparation Class - 34 8 7 49
NC003 Conversation - - 20 14 34
NC004 English Discussion - - 8 11 19
NC005A Interaction Seminer - - 29 38 67
NC005B Interaction Seminer - - 48 31 79
NC005C Interaction Seminer - - 32 15 47
NC005D Interaction Seminer - - 17 7 24

受講者数合計 293 305 488 487 1,573
注）受講者は延べ人数。
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資料 17-3 学生の TOEFL，TOEIC の点数分布 

受験者数 平均点 受験者数 平均点 受験者数 平均点 受験者数 平均点

TOEFL-ITP 120 433.9 74 438.5 57 437.8 31 434.0

TOEIC-IP 67 420.4 184 442.4 186 435.6 275 500.1

平成19年度平成16年度 平成17年度 平成18年度
 
 
 
 
 
 
 
b)小項目２の達成状況  

(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 

分野ごとに階層化されたカリキュラム，主テーマ・副テーマ制，複数教員指導制な

どを通じて幅広い教育が行われている。特に，副テーマは学外での実施を奨励し，

この４年間で 65 名が副テーマ研究を学外機関で行っている。また，幅広く基本的な

知識と知の技法を学ばせるための科目として，共通科目やテクニカル・コミュニケ

ーション科目を開講している。  
学際的な教育プログラムとして，平成 17 年度に社会人を対象とする「統合科学技

術コース」を開設し，これまでに博士前期課程３名，博士後期課程１名が同コース

を修了している。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。  

 
○小項目３：  
「③教育方法，成績評価等に関する基本方針  

教育は，大学が組織として社会に責任を負う事業であるという認識に立って，教育

活動のあらゆる面に組織としての責任ある実行体制を整備する。教育の理念・目標を

達成すべく編成されたカリキュラムに従った教育の成否の鍵は，教員の理解と努力で

ある。これを教員個人の自覚と努力だけに任せきりにせず，その確実な実行を促すシ

ステムを整備する。  
カリキュラムの編成に当たっては，個々の授業科目のカリキュラム中における位置

付け，関連科目との接続関係，教えるべき内容と水準等について研究科全体で検討す

る。その上で授業担当者を決定し，担当者が詳細なシラバス（授業計画）を作成し，

研究科の承認を得る。従って，シラバスの内容は担当者だけのものではなく，研究科

及び大学として承認し，学生に約束するものである。  
成績評価は，学生にとって学習の成果を問う重要なものであると同時に，教員にと

っても授業の実施状況を総括する重要なものである。更に，成績評価の公正性，公平

性は学生と教員の教育の場における信頼関係維持の基本であり，個別の授業科目にお

ける成績評価の方法についてはシラバスで明示し，これを守ることが大切である。教

員間での成績評価の極端な不均衡を防ぐために，成績評価の理念・方法についての共

通の理解を深めるとともに，成績評価の実態の公開を進める。」の分析  
 
 a)関連する中期計画の分析  

●授業形態，学習指導法等に関する具体的方策  
計画３－１：  

【18】「授業は，週２回の講義とオフィス・アワーによる個別指導を基本として，８

週間の１クォーターで２単位の内容を完結させ，これを年４回繰り返す。この他

に集中講義の期間を年に２回設ける。入学時期が４月以外の学生が学習上不利に

ならないように，「導入講義」，「基幹講義」を中心に同じ講義を２クォーターにわ
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たって開講するように整備する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

クォーター制を採用し，４月以外にも入学の時期を設けている（【10】P15 参

照）。そのため，各期の入学者が学習上不利にならないように，必要とする科目に

ついては年複数回開講しており，平成 19 年度には合わせて 41 科目を年２回開講

した（資料 18-1：年複数回開講した科目数）ほか，教員，TA によるオフィス・

アワーでの個別指導により科目の履修と研究実施を両立できるよう配慮している。 
このクォーター制，オフィス・アワーについては，前述の修了確定者アンケー

トでは，それぞれ 78.4%，77.2%が「良い制度である」と回答しており，制度が

有効に機能していることを示している（資料 18-2：修了確定者アンケートの結果）。 
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65

資料18-1　年複数回開講した科目数

研究科 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
知識科学研究科 6 9 10 13 38
情報科学研究科 13 14 18 20
ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 8 8 9 8 33
大学全体 27 31 37 41 136

 

 

 
   資料 18-2 修了確定者アンケートの結果 

    
（出典：平成 19 年度修了確定者アンケート）
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計画３－２：  
【19-1】「「導入講義」，「基幹講義」を中心として，博士後期課程学生による TA を

配置し，演習，課題の指導を行い，理解を徹底させる。」に係る状況  
 

（実施状況） 

 「導入講義」，「基幹講義」については，平成 16～19 年度の４年間の平均で半

分以上の科目に TA を配置し，演習，課題の指導を行い，理解を徹底させた（資

料 19-1：導入講義，基幹講義への TA の配置状況）。  
 
資料19-1　導入講義，基幹講義へのTAの配置状況

開講数
TA付

の科目
割合
(%)

開講数 TA有
割合
(%)

開講数
TA付

の科目
割合
(%)

平成16年度 19 17 89.5% 65 32 49.2% 84 49 58.3%
平成17年度 20 12 60.0% 65 34 52.3% 85 46 54.1%
平成18年度 21 16 76.2% 65 29 44.6% 86 45 52.3%
平成19年度 19 11 57.9% 64 34 53.1% 83 45 54.2%
平成16-19年度平均 19.75 14 70.9% 64.75 32.25 49.8% 84.5 46.25 54.7%
注1）テクニカルコミュニケーション科目を除く。

導入講義 基幹講義 導入+基幹講義
年度

 
 

計画３－３：  
【19-2】「また，これらの科目について，中期計画期間中に授業内容を順次電子教材

化し，予習・復習の利便性の向上を図る。」に係る状況  
 

（実施状況） 

学生の主体的学習を総合的に支援する遠隔教育システム（遠隔地ライブ配信，

非同期蓄積コンテンツ配信等）を段階的に構築していく中で，電子教材化という

面からは講義科目特性・利用目的等に応じて製作負荷バランスを考え，取り組ん

できた。即ち対面教育の補完教材・導入教育での自学自習教材・大学間単位互換

教材等の利用目的に応じて，ライブ収録型，簡易編集型，スタジオ編集型などの

講義の電子教材化を推進している。  
良質な電子教材を製作するためのスタジオ設備を遠隔教育研究センターに導入

したほか，最新の電子教材編集設備として，Capture Station, P4Web, PowerRec 
Plus, MPMeister, AnyCast Station などのシステムを調査・試行した。  

電子教材化については，平成 17 年度以降情報科学研究科の全講義を簡易型又

は WBT(web-based-training)型で収録し，VOD(video-on-demand)配信により，

学習補完教材として活用した。  
組込みシステム大学院コース（平成 17 年度開講）及び先端 IT 基礎コース（平

成 19 年度開講）の導入講義について，WBT 自習用電子教材を開発し，サテライ

トキャンパスで社会人学生に提供した。  
また，MOT コース（平成 15 年度開講）については講義の音声収録を行い，復

習用又は欠席者への配慮として提供した。  
このように，通学制大学院教育に効果的な電子教材のあり方を各研究科と実践

を通じて研究･開発し，情報科学研究科，社会人大学院コースで利用が拡大した。

またこれらの利用を支援するシステムの整備を全学共通的支援の形で遠隔教育研

究センターが中心となって推進した (資料 19-2：遠隔教育研究センター活動実績 )。 
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資料 19-2 遠隔教育研究センター活動実績 

SCS
TV

Conf.
DVTS

PC
Conf.

平成16年度 40回 3科目 45コマ

平成17年度 60回 1回 6科目 50コマ 1科目 15コマ 2科目 30コマ

平成18年度 60回 3回 2回 2科目 30コマ 1科目 15コマ

平成19年度 8回 9回 15回 45件 1科目 10コマ 1科目 14コマ

イベント
収録

研究室
紹介

平成16年度 2科目 30コマ 2科目 30コマ

平成17年度 45科目 550コマ 2回 10科目 140コマ 3科目 45コマ

平成18年度 20科目 250コマ 60科目 900コマ 2回 IS全研究室 2科目 28コマ 3科目 42コマ 3科目 45コマ

平成19年度 32科目 460コマ 28科目 341コマ 58科目 801コマ 3回 IS,MS全研究室 3科目 27コマ 3科目 42コマ 2科目 28コマ

注１）「TV Conf.」「DVTS」(degital video transform system)，「PC Conf.」「TVC Lec.」はいずれも同期型の遠隔会議システム。

注2）「TVC Lec.」は，テレビ会議システムのうち，遠隔講義の実績。

注3）「SOI-Asia」(School of Internet-Asia project)は，アジア諸国との遠隔教育プロジェクトに係る実績（中期計画【100】参照）

注4）「北陸地区.」は，北陸地区国立大学連合で整備した遠隔教育システムの実績。テレビ会議システムによる遠隔講義の実績。

注5）「MP3収録.」は，東京サテライトキャンパスにおける音声収録の実績。

注6）「イベント収録.」は，大学院説明会等の収録実績。

同期

Live Lecture
年度

TV Conf.

TVC Lec. SOI-Asia

1セミナー

北陸地区

5セミナー

年度

簡易WBT WBT開発

非同期

VOD（video on demand) WBT（Web Based Training)

MP3収録 VOD配信 組込み配信 工科系配信

 
計画３－４：  
【20】「現在，博士後期課程の講義，研究指導等すべての教育は英語で実施してお

り，これを一層充実させるために，英語による講義ノートの作成，視聴覚教材

の作成，講義法の改善を支援する体制を整備する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

英語による指導法の充実・改善に向けて，平成 18 年度からテクニカルコミュ

ニケーション担当の外国人教員による英語での論文指導やプレゼンテーション指

導などの教員向けチュータリングサービスを実施している。これまでに 43 名の

教員が延べ 80 件このサービスを利用した（資料 20-1：教員のチュータリングサ

ービス利用状況）。  
また，英語教育の施設として，平成 17 年度にテクニカルコミュニケーション

専用室（157 ㎡）を整備するなど施設・設備面の整備を進めた結果，より充実し

た英語教育の提供が可能となり，平成 19 年度における同科目の開講数は平成 16
年度の２倍以上の 15 科目となった（資料 17-2：テクニカルコミュニケーション

の受講状況，P20）。  
 

資料 20-1 教員のチュータリングサービス利用状況

年度 利用者数(人) 件数(件)

平成18年度 17 39

平成19年度 26 41

計 43 80  
注 ）学 生 による利 用 実 績 。 

 
（再掲）資料 17-2 テクニカルコミュニケーションの受講状況（P20）  
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計画３－５：  
【21】「大学院における教育には，体系的なカリキュラムによる学習と併せて，研

究室における研究活動を通じて，課題の設定方法，研究の進め方，結果のまと

め方，発表の仕方等，自立した研究者となる上で必要な研究の技法を学ぶこと

が重要である。このことから，研究室における適切な指導方法について，学生

の意見も参考にした FD 活動（授業方法改善活動）により，一層の向上を図る。」

に係る状況  
 

（実施状況） 

研究室での研究活動については，法人化以前から毎年度実施している「授業及

び学生生活についての学生・教職員懇談会」（現学生と学長等との懇談会）での意

見聴取に加え，平成 17 年度から研究室内教育に関するアンケート調査を実施す

るとともに（資料 21-1：研究室内教育に関するアンケートの結果），教育・研究

担当副学長を主査とする教育改善 WG を平成 18 年度に設置し，研究室における

指導方法を含む全学としての FD 活動を進めた（【35】P41 参照）。  
その結果，平成 19 年度には各研究科単位の FD 実施組織を整備するなど，全学

的な教育改善体制の整備が進んだ。  
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資料 21-1 研究室内教育に関するアンケートの結果 
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（出典：平成 19 年度修了確定者アンケート） 

 
計画３－６：  
【22】「科学技術発展のリーダーとなる自覚を持たせ，自立を促すために，一定期

間，連携機関あるいは学術交流協定締結機関等，国内外の他機関において，学

習・研究に従事することを奨励する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

国内外の他機関において主テーマ・副テーマに従事することを推奨しており，

学外の研究機関に対する研究指導の委託件数は平成 16 年度から 19 年度までの４

年間で合計 67 件となった（各研究科の取組は，「資料 22-1 各研究科における学

外機関での学習研究の例」を参照）。  
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平成 16-19 年度 の４ 年 間で ，各 機関 が提 供す る ５科 目を 合 わせて 259 名が 受
講し た。 

 

（参 考） JJREX-DLP の受 講状 況 

科目名等 提供機関名 受講者数(人）

I623　　情報システム論Ⅰ 本学情報科学研究科 12

I624A　情報処理論Ⅱ-A 国立情報学研究所 59

I625　　情報システム論Ⅱ 情報通信研究機構 109

I626　　情報処理論Ⅲ 産業技術総合研究所 64

I638　　新音楽再生電気音響理論 本学情報科学研究科 15

合　計 259

JJREX合同シンポジウム（平成19年度）
国立情報学研究所・
産業技術総合研究所

23

注）受講者数は，平成16年度から19年度に当該科目を受講した者の総計で延べ人数。

 

 

【マ テリ ア ルサ イエ ン ス研 究科 】 

平成 17 年 度に 採択 さ れた「魅 力あ る大 学院 教 育」イニ シア ティ ブ計 画 によ り ，

国 内外 の 他 機 関で の 副 テ ーマ の 実 施 を支 援 ・ 奨 励す る 「 学 外副 テ ー マ 研究 制 度 」

を創 設し ， 審査 を経 て 予算 面で の 支援 を行 っ た（ 平 成 17 年 度 ：４ 件， 平 成 18

年度 5 件）。  

国 立情 報 学 研 究所 ， 情 報 通信 研 究 機 構， 産 業 総 合研 究 所 情 報通 信 研 究 部門 と 連
携し てド ク ター コー ス のプ ログ ラ ム(JJREX-DLP)（ Jaist Joint Research and 
Education eXchange Distance Learning Program）を 実 施し てい る 。 

【情 報科 学 研究 科】 

資料 22-1 各研究科における学外機関での学習研究の例 

 

 
計画３－７：  
【23】「企業等に在職している者の学習の利便性の向上を図り，本学の教育機能を

広く提供するために，東京地区にサテライト教室を開設したが，この活用を推

進する。更に，東京地区の複数の研究機関と連携して，東京地区における教育

研究の拠点を，サテライト教室と一体的に整備する。」に係る状況  
 

（実施状況） 

東京サテライトキャンパス（田町キャンパスイノベーションセンター内）にお

いて，在職者に対し実践的な教育プログラムを広く提供した（別添資料 1-3：教

育コースの概要，別添資料 P７）。平成 19 年５月現在における各教育コース在籍

者は合計 100 名となり，４年間で合計 63 名がコースを修了した（資料 23-1：東

京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数。なお，東京サテライト

キャンパスにおける電子教材の提供については【19-2】P24 参照）。  
また，情報科学研究科における JJREX など，東京地区の研究機関との連携に

よる教育研究活動を積極的に推進した（資料 22-1：各研究科における学外機関で

の学習研究の例，P28）。  
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（再掲）別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  
    資料 22-1   各研究科における学外機関での学習研究の例（P28）  
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資料 23-1 東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数 

受講者 修了者 受講者 修了者 受講者 修了者 受講者 修了者

MOTｺｰｽ M H15.10 18 3 50 15 69 28 67 15 61
組込みｼｽﾃﾑ M H18.4 ― ― ― ― 3 ― 15 2 2
大学院ｺｰｽ D H17.10 ― ― ― ― 4 ― 12 ― ―

科目等履
修生 H17.10 ― ― 7 ― 10 ― 3 ― ―

先端IT基礎ｺｰｽ M H19.4 ― ― ― ― ― ― 3 ― ―
D H19.4 ― ― ― ― ― ― 0 ― ―

18 3 57 15 86 28 100 17 63
注）「受講者」は，各年度5月1日現在のコース在籍者数。（科目履修生は各年度の全体の在籍者数）
　　「修了者」は，当該年度に学位及びコース修了証を授与された者の数。

計

H16-19年度
修了者合計

開設
時期

コース名 課程
平成19年度平成17年度 平成18年度平成16年度

 
 

●厳格な成績評価等の実施に関する具体的方策  
計画３－８：  
【24】「成績評価の信頼性は，教育の効果を保証する上での基本であることから，学

生に対しては，シラバスにおいて成績評価の方針を明示的に約束する。同時に，

教員はその約束を守り，公正・公平に学生から信頼される成績評価を行う。成

績評価の妥当性を担保するために，成績評価の実態を教員の間で公開し，工夫

改善の資料とする。また，学生による授業評価の結果も，適切な成績評価を行

う上で重要な材料として活用する。これらは，基本的には教員の教育者として

の自覚に俟つところが大きいが，そのため大学院担当の教員としての資質向上

を目指す FD 活動を推進する。なお，送り出す学生の質を保証する観点から，

GPA 制度の導入も視野に入れつつ，厳格な成績評価の体制を構築・整備する。」

に係る状況  
 

（実施状況） 

本学では，法人化以前から各授業科目の成績評価を素点で行い，当該学期に開講

した授業科目に係る全学生の成績を研究科毎に全所属教員に配付することによっ

て成績評価の適切性を確保するなど，厳格な成績評価を実施してきた。平成 18 年

度には，各授業科目の成績評価基準及び方法の明確化を図り，シラバスによって学

生に明示した（資料 24-1：シラバスにおける成績評価の記載）。  
また，学生による授業評価の結果を成績評価の適切性確保の重要な材料として活

用するため，平成 19 年度から授業評価項目に学生自身が期待する成績を問う設問

を追加した（資料 4-1：授業評価アンケートの結果，P６）。  
さらに平成 18 年度には，全学生の GPA を算出し，教育改善 WG において成績評

価の妥当性を検証するための基礎データとして整備した（FD については【35】P41
参照）。  
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 資料 24-1 シラバスにおける成績評価の記載 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（再掲）資料 4-1 授業評価アンケートの結果（P６）  
 

b)小項目３の達成状況  
(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 
クォーター制，オフィス・アワー，TA の配置，復習用電子教材など学習効果を高

める工夫が行われている。英語による指導法改善のため，外国人教員によるチュータ

リングサービスを活用している。  
研究室での指導方法に対しては，研究室内教育アンケートや，学生と学長等との懇

談会で学生からの意見を聴取している。  
東京サテライトキャンパスでは，MOT コースをはじめとする３つのコースを開講

し，社会人に配慮した教育が行われている。  
成績評価については，各授業科目の成績評価基準及び方法をシラバスに明示したほ

か，研究科毎に成績評価の結果を全教員で共有し，公正かつ公平な成績評価の体制を

整備している。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。  

 

 

②中項目２の達成状況 

(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
学生の受入については，目的意識を持った意欲ある人材を確保するため，大学院説

明会等志願者に対する情報提供の充実や，積極的な学生募集活動を進めている。教育

課程の編成については，人材養成目標に基づく体系的なカリキュラムを編成し，幅広

い知識を身に付けさせるための取組が行われている。教育方法については，クォータ

ー制，オフィス・アワーの採用や，TA の配置，電子教材の提供等により学習効果を高

める取組を行っている。成績評価はシラバスに成績評価の基準と方法を明記し，成績

評価の結果を教員間で共有して公正・公平な成績評価を実施している。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 
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③優れた点及び改善を要する点等  

 (優れた点) 
１．「大学院説明会」を全国各地において春季から冬季までを通じて実施するなど，

入学希望者に対する情報発信機能を充実している点は優れている。（計画１－１）

【６】 

 

２．平成 19 年５月現在における留学生数が 176 名（正規学生のみ），社会人学生数

が 268 名，全学生に占める割合はそれぞれ 18.7%，28.5％に達しており，多様な学

生に大学院教育の機会を提供するという観点に照らして優れている。（計画１－２，

１－３）【７】,【８】 

 

３．専門科目を階層化するとともに，複数の分野に分け，幅広い専門知識を修得さ

せている点は，幅広い視野を養うという観点から優れている。(計画２－１)【13】 

 

４．第３限は講義を開かず，オフィス・アワーとしている点及び８週間で完結する

短期集中型のクォーター制を採用している点は，単位の実質化を図る上で優れた取

組である。（計画２－１）【13】 

 

５．専攻分野に関する研究課題（主テーマ）に加え，第二の研究課題（副テーマ）

を実施している点は,視野の広い人材を養成するとの目的に照らして優れている。

（計画２－２）【14】 

 

６．21 世紀 COE プログラムをはじめ競争的外部資金を活用し特色あるカリキュラム

を整備している点は優れている。（計画２－１）【13】 

  

７．分野横断的な「統合科学技術コース」を，金沢市内で開講しており，在職者に

対する学習機会の提供という観点から優れている。（計画２－４）【16】 

 

８．英語による研究発表や提案の能力を開発する「テクニカルコミュニケーション」

科目を開講している点は，「高度のコミュニケーション能力」を身に付けさせる観

点から優れている。（計画２－５）【17】 

 

９．東京サテライトキャンパスにおいて，社会のニーズに対応した実践的な教育プ

ログラムを開講し，平成 19 年５月現在の受講者数が 100 名に達しており優れてい

る。（計画３－７）【23】 

 

(改善を要する点) 
   該当なし 

 

(特色ある点) 

１．優秀な学部３年次学生を対象とする博士一貫的な「SD プログラム」を開発し，

併せて最高水準の給費奨学金制度を整備した点は特色ある取組である。（計画１－

６）【11】 

 

２．学生一人ひとりのキャリア目標の実現を支援する観点から，「新教育プラン｣を

策定し，実践的なカリキュラムの提供，学生支援の充実などを推進している点は

特色ある取組である。（計画２－１）【13】 

 

３．学生のキャリア目標別に研究留学や長期インターンシップを行う「学外研究制

度」を整備している点は特色ある取組である。（計画２－２）【14】 
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(３)中項目３「教育の実施体制等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目１の分析 

○小項目１： 
「教育の理念・目標の実現を追求し，設定されたカリキュラムに従った教育を行うた

めに，常に必要な教職員を適切に配置する。教育の基本的な実施主体は各研究科であ

るが，学内共同教育研究施設（センター）も，それぞれの特色を生かして教育の一端

を担う。さらに，連携講座等を活用して学外の諸機関との連携を強め，最新の先端科

学技術を学ぶ機会を豊富に設ける。  
企業等において実務についている研究者・技術者のブラッシュアップ教育も本学の重

要な役割であるが，それらの人たちの学習の利便性の向上を図るために，遠隔教育の

体制を整備する。  
定期的に，副学長（教育担当）の主導によって，カリキュラム，教育方法等の見直

しを行い，常に教育の質の向上に努める｡ 
成績評価を含めて，授業の実施状況は学生による授業評価の結果を重要な参考デー

タとして点検し，授業の工夫改善につなげる。  
研究大学においては，教室における授業のみならず，研究室における教育活動も極

めて重要であり，学生による，研究室内における教育活動の評価の機会を設ける。  
このサイクルを教員個人の問題だけに留めずに，研究科及び大学として共有しなが

ら，全体としてよりよい教育の実現につなげていかなくてはならない。そのための FD
活動を活発に進める。」の分析  
   

   
a)関連する中期計画の分析  

 
  ●適切な教職員の配置等に関する具体的方策  

計画１－１：  
【25】「研究科において設定するカリキュラムに基づいて，教育を実施するために必

要な教員を確保することを前提としつつ，大学院であることの特性を発揮して，

新しい学問の展開に柔軟に対応できるように，絶えずカリキュラムと教員配置

の柔軟な見直しに努める。」に係る状況  
 

（実施状況） 

教育の実施体制として，専門科目の 90%以上を専任教員が担当し，特定プロジェ

クトに対応した講義等は，適宜特任教員が担当した（資料 25-1：専任教員の授業担

当状況）。  
カリキュラムの実施に必要な教員を確保するため，平成 16 年度に人事計画委員

会を設置し，教員の人事配置計画，各研究科で強化すべき分野を全学的な視点から

審議する体制を整備した。  
こうした人事計画委員会における検討などを踏まえ，平成 18 年度に大学として

教育研究分野をより充実・発展させるための「新教育プラン」を策定し，同プラン

の実施体制として，全研究科の１専攻化，講座制から領域制への移行を決定した（資

料 25-2：教育研究組織の再編について，別添資料 1-2：新教育プランパンフレット

（別添資料 P４））。  
このように，新しい学問の展開に応じて不断にカリキュラムと教員配置の見直し

を行うとともに，助教の教育活動への参画（資料 25-3：助教の講義及び副テーマ担

当状況）や TA の活用（【19-1】P23 参照）を図るなど，教育実施体制の充実を図っ

た。  
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資料 25-1 専任教員の授業担当状況（平成 19 年度） 

 
科目区分 科目数 

専任教員が全て担当して

いる科目数 
 
 
 
 
 
 
 
 

導入講義 19 19 （100.0）

基幹講義 47 45 （95.7）

専門講義 32 26 （81.2）

専

門

科

目 先端講義 22 19 （86.4）

共通科目 13 0 （0.0）

ﾃｸﾆｶﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 8 3 （37.5）
 

MOT 科目 28 16 （57.1）
 
注）MOT 科目は，プログラムの特性上，専門的かつ実践的な知識・ 

技術を有する学外者を多数参画させているため，外数としている。 

 
 
 

資料 25-2 教育研究組織の再編について 
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資料 25-3 助教の講義及び副テーマ担当状況（平成 19 年度） 

     

導入 専門 先端 計

知 識 13 7 4 0 11

情 報 17 3 0 0 3

マ テ リ ア ル 15 1 2 7 10

そ の 他 6 0 0 0 0

計 51 11 6 7 24

注）平成19年度履修案内等により作成

研究科等 助教数
講義担当

副テーマ担当

4

0

0

0

4
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 （再掲）別添資料 1-2 新教育プランパンフレット（別添資料 P４）  

 
 
計画１－２：  
【26】「教員構成において，国籍，言語，性別，経歴等に関係なく，常に第一級の研

究者・教育者を確保する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
教員採用は，公募を原則とし，国籍，言語，性別，経歴等にとらわれない優秀な

教育者・研究者を確保した（資料 26-1：外国人教員採用状況，資料 26-2：女性教員

採用状況，資料 26-3：教員の前職，資料 26-4：教員の年齢構成，資料 26-5：公募

制の実施状況）。  
平成 18 年度には，科学技術振興調整費による若手研究者の自立支援事業として

講師８名を公募し，国内外から優秀な若手研究者を採用した。  
また，公募制に加え，学長のリーダーシップによって優秀な研究者を確保するた

め，平成 17 年度に年俸制を採用した特別招聘教授制度を創設し，平成 18 年度に計

算科学の分野で世界的に著名な研究者１名を採用したほか，通常の人事手続を経な

い「学長裁量選考」制度を平成 16 年度に整備し，平成 16～19 年度の４年間で，第

一級の研究者・教育者 35 名を採用した（資料 26-6：学長裁量による教員選考の実

績状況）。 

 
資料 26-1 外国人教員採用状況 
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 （平成19年5月1日現在：人）

教員数
外国人
（内数）

教員数
外国人
（内数）

教員数
外国人
（内数）

教員数
外国人
（内数）

教員数
外国人
（内数）

知識科学研究科 11 1 8 0 1 1 14 3 34 5 14.7
情報科学研究科 13 0 15 3 2 0 18 4 48 7 14.6
ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 15 0 14 0 6 2 16 2 51 4 7.8
その他 12 0 13 0 1 1 6 1 32 2 6.3

計 51 1 50 3 10 4 54 10 165 18 10.9
注）教授には，特別招聘教授を含む。

計
外国人教員

比率(%)

教授 准教授 講師 助教 
 
 
 
 
 
 
 

資料 26-2 女性教員採用状況 

  
 
 
 
 
 
 

（平成19年5月1日現在：人）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
知識科学研究科 11 0 6 2 1 0 11 3 29 5 14.7
情報科学研究科 13 0 14 1 2 0 17 1 46 2 4.2
ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研究科 15 0 13 1 5 1 15 1 48 3 5.9
その他 12 0 12 1 0 1 6 0 30 2 6.3

計 51 0 45 5 8 2 49 5 153 12 7.3
注）教授には，特別招聘教授を含む。

計 女性比
(%)

教授 准教授 講師 助教 率

 



北陸先端科学技術大学院大学 教育 

資料 26-3 教員の前職 

平 成 19 年 ５月 １日 現 在 （単 位 ：人 ） 

   教  授  准 教 授  講  師  助  教  計  

国 立 大 学 等 23 24 3 4 54 

公 立 大 学 等  1   1 

私 立 大 学       4    4 

官 公 庁       4 2   6 

民 間 機 関 等       16 6  2 24 

外 国 の大 学 等  3 4 2 6 15 

大 学 院 新 卒 者   4  22 26 

そ の 他       1 9 5 20 35 

計  51 50 10 54 165 

 
資料 26-4 教員の年齢構成 

    平成 19 年５月１日現在（単位：人，歳） 

年 度 末 年 齢  教 授  准 教 授  講 師  助 教 計  

  66〜 2    2 

  61〜65 12 1   13 

  56〜60 14    14 

  51〜55 6 3   9 

  46〜50 12 4 1  17 

  41〜45 5 18  6 29 

  36〜40  19 6 14 39 

  31〜35  5 3 19 27 

  26〜30    15 15 

   〜25     0 

計  51 50 10 54 165

平 均 年 齢  55.3 41.4 36.7 33.9 43.0 
  
  資料 26-5 公募制の実施状況 
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採用者（人）
(a)

うち公募による
採用者数（人)

（ｂ）
b/a(%)

(参考）
　公募件数(件）

応募者数（人）

21 12 57.1% 13 105
（5） （3） 60.0%
18 8 44.4% 27 232

（5） 0 0.0%
32 26 81.3% 10 268

（8） （6） 75.0%
20 11 55.0% 17 115

（3） （2） 66.7%
91 57 62.6% 67 720

（21） （11） 52.4%
注）（　）は，外国人で内数。
注2）「採用者」は常勤教員のみ（外部資金により雇用される者を除く）。

平成19年度

計

平成16年度

平成17年度

平成18年度
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 資料 26-6 学長裁量による教員選考の実績状況 

選考数 採用者数 主な採用者
平成16年度 1 0
平成17年度 8 6 ･ﾃｸﾆｶﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ教授1名

平成18年度 17 14

･「ﾅﾉﾃｸ・材料研究者育成の人材ｼｽﾃﾑ」講師8名
･ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ教授1名
（民間から溶液ﾅﾉｻｲｴﾝｽの第一人者1名を招聘）
･特別招聘教授1名(計算科学の第一人者）

平成19年度 15 15 ･先端融合領域研究院教員5名
計 41 35

注1）平成16～19年度の選考数には，平成20年4月採用者6名が含まれている。
注2）選考数及び採用者数には，特任教員，客員教員を含む。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画１－３：  
【27】「教員の教育研究能力の維持向上を促進するために，サバティカル制度を平成

14 年度から実施しているが，この円滑な定着を図る。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 14 年度に導入したサバティカル制度について，平成 16～19 年度の４年間で

計６名がこの制度を活用し，国内外において研究活動に専念した（資料 27-1：サバ

ティカル実施状況）。  
 平成 18 年度には，准教授，助教制度の発足に伴い，サバティカルの対象や要件

等について見直しを行った。  
 

 
資料 27-1 サバティカル実施状況 

年度 所属 職名 講座名 実施期間 実施場所

知識科学研究科 教 授 知識構造論
2004.5.1－
2005.4.30

シドニー大学他

情報科学研究科 教 授 言語設計学
2004.5.1－
2005.4.30

デンマーク工科大学他

情報科学研究科 助教授 情報論理学
2004.10.1－
2005.9.30

ミュンヘン大学他

知識科学研究科 助教授 遺伝子知識システム論
2005.4.1－
2006.3.31

本学

情報科学研究科 教 授 音情報処理学
2005.4.1－
2006.3.31

ケンブリッジ大学他

平成
18

年度
情報科学研究科 教 授 情報基礎学

2006.4.1－
2007.3.31

マックスプランク研究所（ド
イツ）他

平成
17

年度

平成
16

年度

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
●教育に必要な設備，附属図書館，情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策  

計画１－４：  
【28】「教室，ゼミ室，共同作業室（コラボレーション・ルーム）等における教育

支援設備の整備に努め，常に最高の環境で教育が行えるようにする。大学院

の教育は教室における教育と，研究室における教育が表裏一体でなくてはな

らない。したがって，研究室の研究環境の整備が取りも直さず，研究室内教

育の教育環境の整備につながることから，一層の研究環境の整備に努める。」

に係る状況  
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（実施状況）  
プロジェクタ，スクリーン等講義室の設備を整備した（別添資料 28-1：講義室

の設備等一覧，別添資料 P10）。  
研究室の研究環境整備については，新たに採用された教授，准教授に２年間で

1,000 万円をスタートアップ資金として配分しており，平成 16～19 年度の間に

46 名に計２億 2,365 万円を配分した（資料 28-1：新任教員教育研究整備経費の

配分状況）。  
重点的に整備を要する設備については，学長裁量経費から教育研究基盤設備充

実費を交付し，教育研究環境の整備・充実を図った (資料 28-2：教育研究基盤設

備充実費による設備整備 )。  
その他情報科学研究科においては，輪講室，コラボレーションルーム等の整備・

改善を計画的に実施したほか，知識科学教育研究センターでは，知識科学研究科

棟の映像機器及びネットワーク環境の保守・整備を行った。  
 

別添資料 28-1 講義室の設備等一覧（別添資料 P10））  
     
 

資料 28-1 新任教員教育研究整備経費の配分状況 
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年　度
人　数 12 (5) 11 (6) 12 (6) 11 (5) 46 (22)

金額(万円)
（　）は，新規採用者数で内数。

計

5,590 5,740 5,005 6,030 22,365

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

資料 28-2 教育研究基盤設備充実費による設備整備 

 (単位 :件，万円）
種　　別 件数・金額 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

件　数 11 6 8 9
金　額 8,507 6,750 4,792 6,875 26,924
件　数 14 2 5 7
金　額 10,124 2,200 3,239 4,479 20,042
件　数 3 0 5 0 8
金　額 1,020 0 1,990 0 3,010
件　数 28 8 18 16 70
金　額 19,651 8,950 10,021 11,354 49,976

主な教育設備の整備の例
　（平成16年度）分子起動計算システム，ナノバイオ実習用

 
34

28

装置
　（平成17年度）学生寮無線ネットワーク，教室講義収録装置
　（平成18年度）遠隔教育総合システム強化設備，JAISTシアター
　（平成19年度）カラー3Dレーザー顕微鏡，HDコンテンツ収録・配信設備

教　育　用

研　究　用

教育研究用

計

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計画１－５：  
【29】「附属図書館は，学習図書館であるとともに，研究用の図書，学術雑誌等を

整備する研究図書館としての役割を担っている。本学のキャンパスは「24 時

間・365 日キャンパス」を標榜しており，附属図書館もその例外ではない。

全国の図書館との相互利用も含めて，「いつでも，必要なときに，必要な図書，

学術雑誌等にアクセスできる」図書館を目指して，蔵書及び必要面積の確保

など，一層のサービスの充実に努める。更に，学術雑誌の電子媒体化の趨勢

に対応して，バランスの取れた整備を行う。」に係る状況  
 

（実施状況）  
附属図書館は，24 時間・365 日開館するとともに，蔵書，必要面積を確保する

など一層のサービスの充実に努めた（資料 29-1：附属図書館の蔵書数，貸出し数，

入館者数）。  
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学術雑誌の電子媒体化を推進するため，電子ジャーナルを共通経費化し，学術

基盤整備の充実を図った（資料 29-2：電子ジャーナルのタイトル数・アクセス数）。 
また，平成 18 年度における学生一人当たりの年間貸出数は，全国立大学の平

均９冊を大幅に上回る 22 冊となっており，学術資料が学生の研究活動に有効に

活用されている（「資料 B1-2006 データ分析集：（15）図書館・資料等」参照）。  
 

資料 29-1 附属図書館の蔵書数，貸出し数，入館者数 
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 【蔵書数】(単位：冊）
年度 和書 洋書 計

平成16年度 56,898 56,073 112,971
平成17年度 59,880 58,121 118,001
平成18年度 62,355 60,442 122,797
平成19年度 64,151 62,675 126,826
※各年度末現在。

【貸出し状況】(単位：冊）
年度 教職員 学生 一般利用者 計

平成16年度 2,375 27,000 780 30,155
平成17年度 1,911 24,289 671 26,871
平成18年度 2,141 22,314 830 25,285
平成19年度 1,961 17,994 825 20,780

【入館者数】(単位：人）
年度 教職員 学生 一般利用者 計

平成16年度 5,029 50,228 7,632 62,889
平成17年度 4,321 41,777 10,924 57,022
平成18年度 5,249 41,657 16,688 63,594
平成19年度 5,187 40,671 14,620 60,478  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 29-2 電子ジャーナルのタイトル数・アクセス数 

           
年度 タイトル数 アクセス数

平成16年度 4,040 181,592
平成17年度 4,589 138,271
平成18年度 6,453 116,248
平成19年度 6,243 105,366  

    
 
 

 
 

 
計画１－６：  
【30】「学内共同教育研究施設である情報科学センターは，これまでに世界的に最

高水準の情報環境を整備してきたが，これを今後の 10 年を視野に入れて，

更に高度の水準に発展させる。具体には，全学に対して，教育・研究・業務

のすべての面で多様な情報を対象に，等質かつ高レベルの情報サービスを展

開する基盤の整備を進めるとともに，新技術の研究開発により，高性能計算

環境の整備を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
「キャンパスグリッドを構築することによる大規模で使いやすい仮想計算機環

境の構築」等４つの骨子からなるニューフロンティア計画を策定し，学内グリッ

ド・コンピューティング・サービスを開始した。  
ニューフロンティア計画に沿って，全学の教育，研究，業務の多様なニーズに

対応して等質かつ高レベルの情報サービスの基盤の整備を進めた。情報環境の高

度化に向けた主な取組は次のとおり。  
  

 



北陸先端科学技術大学院大学 教育 

・高 速フ ァ イル サー バ ，超 並列 計 算機 の更 新 

・学 務シ ス テム の導 入 ，身 分証 明 書の IC カ ー ド化 

・学 内無 線 LAN の 整 備  

・学 内無 線 IP 電話 網の 整備 

・フ ァイ ア ウォ ール の 強化 

・計 算サ ーバ への ナノ テ ク関 係の ア プリ ケー シ ョン ソフ ト

の導 入に よ る科 学技 術 計算 サポ ー トの 充実 

【主 な取 組 】 

・個 人用 ワ ーク ステ ー ショ ンの 更 新 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計画１－７：  
【31】「その他の学内共同教育研究施設（センター）についても，年次計画を策定

して機器の新規導入，更新等を進め，それぞれのセンターの教育研究環境を世

界最高の水準に整備するように努める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
共通性の高い設備については，主に学内共同教育研究施設において計画的に整

備するとの方針のもと計画的に整備を進め，平成 18 年度には新たな設備整備マ

スタープランを策定し，各研究科・センターにおいて同プランを踏まえた設備の

整備を推進した（【70】P68 参照。なお，平成 16～19 年度における主なセンター

の取組状況については，「資料 31-1：教育研究設備の整備に係る取組状況」参照）。  
 

・ 125kV 透 過 型 電 子 顕 微 鏡 用 ディジタル画 像 処 理 CCD カメラシステムを導 入 、画 像 データを簡 便 に取 り扱 えるよう

にし、研 究 の効 率 向 上 を図 った。 

・ マルチカラー蛍 光 アナライザを導 入 し、DNA、RNA およびタンパク質 解 析 の能 力 を増 大 し、ナノテクノロジーコースの

実 習 の水 準 を向 上 させた。 

・ FT-ICR MS の修 理 ・改 良 を行 い、利 便 性 を向 上 し、ナノテクノロジーコースの実 習 の効 率 向 上 も併 せて行 った。 

・  また、「京 都 ・先 端 ナノテク総 合 支 援 ネットワーク」による共 同 利 用 を図 るため、公 開 された各 種 機 器 の性 能 の維

持 ・向 上 に努 めた。 

・ 各 種 装 置 の使 用 法 等 について，平 成 19 年 度 は延 べ.30 回 以 上 ，約 180 名 に対 し講 習 会 を実 施 し，機 器 の安 全 か

つ効 率 的 な運 用 に努 めた。 

・ 電 気 測 定 器 を導 入 し、走 査 型 電 子 顕 微 鏡 内 試 料 などの測 定 能 力 を増 大 させた。 

・ 超 臨 界 洗 浄 乾 燥 装 置 を導 入 し、微 細 構 造 の高 精 度 洗 浄 を行 えるようにし、これを用 いたナノテクノロジーコースの

実 習 の水 準 を世 界 の先 端 レベルに引 き上 げた。 

・ 老 朽 化 した原 子 間 力 顕 微 鏡 制 御 コンピュータを更 新 し、データ取 扱 が簡 便 に行 えるようにした。 

室 に集 め，効 率 的 な管 理 と利 便 性 の向 上 に努 めた。 

  （中 田 豊 久 , 金 井 秀 明 , 國 藤 進 : スポットライトを用 いた屋 内 での捜 し物 発 見 支 援 システム, 情 報 処 理 学 会 論 文

誌 , Vol .48 No.12, pp. 3962-3976, 2007. 他 ） 

・  ガジェットアトリエ（電 子 工 作 室 ）を設 置 し，ハードウェア開 発 を含 む教 育 研 究 環 境 を整 備 ・提 供 した。これを用 い

て，当 センターが提 供 する「知 識 メディア創 造 教 育 コース」の講 義 「メディア創 造 システム方 法 論 」において，ハードウ

ェア開 発 とその応 用 に関 する教 育 を実 施 した。 

・ その他 ，デシジョンルームの遠 隔 会 議 設 備 や電 算 室 の視 聴 覚 設 備 を，学 長 裁 量 経 費 などによって整 備 拡 充 した．

 

【ナノマテリアルテクノロジーセンター】 

・ 直 流 電 流 プローバー測 定 器 と半 導 体 パラメータアナライザを整 備 し，ナノマテリアルテクノロジーコースの講 義 に活

用 するとともに，生 体 材 料 調 整 システム及 び生 体 材 料 関 連 装 置 の機 器 導 入 を進 めた。 

・ 簡 易 版 希 釈 冷 凍 機 ，塩 素 系 ドライエッチング装 置 を導 入 した。 

・ ヘリウム液 化 装 置 の更 新 ，供 給 量 増 大 を図 り，関 連 実 験 を活 発 化 する方 策 を立 てた。 

・ 学 生 とスタッフが自 ら操 作 できるよう開 放 している３台 の 300MHz-NMR 装 置 を 1 

・ 知 識 創 造 スタジオを設 置 し，モーションキャプチャ装 置 や視 線 検 出 装 置 ，光 トポグラフィなどの脳 計 測 ・身 体 動 作 計

測 環 境 を整 備 した。これを用 いて，研 究 科 においてスキルサイエンスに関 する研 究 が実 施 され，多 くの研 究 成 果 が

得 られた。 

  （松 村 耕 平 , 山 本 知 幸 ，藤 波 努 ：加 速 度 センサを用 いたサンバダンスの解 析 ，ジョイントシンポジウム 2006（スポー

ツ工 学 シンポジウム・シンポジウム：ヒューマンダイナミクス），pp. 216-221，2006．他 ） 

・ 屋 内 ユビキタスセンサ実 験 環 境 であるアウェアラボラトリを構 築 した．これを用 いて，研 究 科 および当 センターにおい

て，特 に認 知 症 介 護 支 援 技 術 に関 する研 究 が実 施 され，多 くの研 究 成 果 が得 られた。 

資料 31-1 教育研究設備の整備に係る取組状況（各年度業務実績報告書から抜粋） 
 

【知 識 科 学 教 育 研 究 センター】 

知 識 創 造 支 援 システムの整 備 拡 充 を実 施 し，知 識 創 造 に係 る世 界 最 高 水 準 の教 育 研 究 環 境 の整 備 に努 め，教

育 研 究 上 の成 果 をあげた。具 体 的 には以 下 のとおり： 
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 また，各 研 究 科 ・センターと積 極 的 かつ実 務 的 協 業 による設 備 整 備 を実 施 した。 

 ・情 報 科 学 センター：遠 隔 教 育 システムの整 備  

 ・知 識 科 学 教 育 研 究 センター：VOD システムの整 備  

 ・ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研 究 科 ・ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｾﾝﾀｰ：実 験 ・実 習 撮 影 収 録 設 備  

【遠 隔 教 育 研 究 センター】 

 北 陸 地 区 国 立 大 学 連 合 における双 方 向 遠 隔 授 業 システムの整 備 を進 めるとともに，VOD(video-on-demand)による

蓄 積 配 信 については現 有 設 備 と連 携 した取 組 を進 めるとともに，平 成 18 年 度 には，学 長 裁 量 経 費 により PC 遠 隔 会

議 システム等 を整 備 した。 

 
●教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策  

計画１－８：  
【32】「学生による授業評価を既に全面的に実施しているが，この結果の分析と，そ

の授業改善に対する有効なフィードバックシステムの一層の整備を進める。こ

れと併行して，研究室における教育の質の向上を目指して，平成 17 年度から，

学生による評価と，改善の活動を実施する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学生による授業評価については，平成 18 年度に教育改善 WG を設置し，各教

員の授業改善例を集約して分析を行い，改善に活かす仕組みを整備した（別添資

料 4-1：授業改善報告書（様式），別添資料 P９）。また，評価結果を速やかに授業

改善に反映させるため，最終日のみに実施していた授業評価を平成 17 年度から

学期途中でも実施している。  
研究室内教育の評価については，平成 17 年度から研究室内教育アンケートを

実施し，これらのアンケート結果をもとに教育改善 WG で改善等の検討を行い，

順次教育内容･方法等の改善を図った（資料 32-1：各研究科における教育改善の

取組状況。授業評価については【４】P５，研究室内教育評価については【５】P
９を参照）。  

 
 （再掲）別添資料 4-1 授業改善報告書（様式）（別添資料 P９）  

 
 

・カ リキ ュ ラム 改正 

・講 義ビ デ オ撮 り（ 継 続） 

マテ リア ル サイ エン ス 研究 科  

・Ｆ Ｄ委 員 会の 設置 （ イニ シア テ ィブ 採択 時 より 継続 ） 

・Ｆ Ｄ会 議 の開 催（ ６ 回） 担当 教 員を 設け 授 業実 施レ ポ ート を紹 介 し質 疑応 答 を行 う。

・教 員に よ る授 業参 観 

・大 学院 教 育改 革支 援 プロ グラ ム 採択 によ り ，協 業活 動 の評 価基 準 の設 定を 検 討し た。

・助 教の 授 業担 当 

資料 32-1 各研究科における教育改善の取組状況 

 

アン ケー ト 結果 から 直 接改 善策 を 導き 出す こ とは 困難 な ため ，参 考 に平 成 19 年度 に教

育改善 WG に報 告の あ った 各研 究 科に おけ る 教育 改善 の 取組 状況 を 以下 に掲 げ る。 

 

知識 科学 研 究科  

・Ｆ Ｄ委 員 会の 設置 （ ＦＤ の義 務 付け の観 点 も含 めて ） 

・Ｆ Ｄ講 演 会（ 全学 に 拡大 ）の 開 催 

・研 究科 内 で意 見交 換 会， ワー ク ショ ップ の 実施 

・導 入講 議 で の学 生満 足 度調 査を 教 員と 学生 が 共同 して 実 施す るこ と を計 画，検 討 した。

次年 度実 施 予定 。 

・大学 院 教 育改 革支 援 プロ グラ ム の採 択に よ り，コ ー ス ワー クに グ ルー プワ ー クを 積極

的に 取り 入 れた 。 

情報 科学 研 究科  

・Ｆ Ｄ委 員 会の 設置 （ ＦＤ の義 務 付け の観 点 も含 めて ） 
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●教材，学習指導方法に関する研究開発及び FD に関する具体的方策｣に係る状況  
計画１－９：  
【33】「英語によるテクニカル・コミュニケーション教育の一環として，英語によ

る講義・講演の訓練を行うための，教員向けのクラスを設けているが，この

一層の充実と聴講の奨励を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 18 年度から，教員を対象とする外国人教員による英語での論文指導やプ

レゼンテーション指導などのチュータリングサービスを開始し，平成 19 年度ま

でに 43 名の教員が延べ 80 件利用するなどの実績を挙げ，教員の英語能力の資質

向上を支援した（【20】P24 参照）。  
 
計画１－10：  
【34】「計画中の遠隔教育に向けて，中期計画期間中に順次，電子教材の作成を進

め，当面，「導入講義」，「基幹講義」を取り上げるが，最終的にはすべての

授業科目を対象とする。この教材作成を支援するために，遠隔教育研究セン

ターを中心として，システム，機材，支援者の整備を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学生の主体的学習を総合的に支援する遠隔教育システムを段階的に構築して

いく中で，電子教材化という面からは講義科目特性・利用目的等に応じて製作負

荷バランスを考え，取り組んできた。即ち対面教育の補完教材・導入教育での自

学自習教材・大学間単位互換教材等の利用目的に応じて，ライブ収録型，簡易編

集型，スタジオ編集型などの講義の電子教材化を推進している（電子教材化等の

実施状況については，【19-2】P23 参照）。  
 
 

計画１－11：  
【35】「従来から，定期的に FD フォーラムを開催して，FD 活動を進めてきたが，

更に大学院教育に特化した FD 活動を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
新任教員オリエンテーションや教員向け英語コミュニケーションの活動に加

え，平成 17 年度から，FD 講演会を定期的に実施した（資料 35-1：FD 講演会等

の実施状況）。  
大学院教育では，研究室教育が重要であることから，研究室内教育に関するア

ンケートの実施とそれに基づく改善活動を推進するとともに，研究科毎の FD 体

制を新たに整備し，より実践的な教育改善活動を推進した（【21】P25，【32】P40
参照）。  
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第 ３ 回   
日  時 ： 平 成 20 年 3 月 7 日 （ 月 ）  
講  師 ： 大 分 大 学 高 等 教 育 開 発 セ ン タ ー 准 教 授  

  題  目 ： ｢『 だ れ の た め の FD？ 』 － 学 生 の 学 び を 支 援 す る FD の あ り 方 に つ い て － 」  
  参 加 者 ： 30 名  
  
（ 新 教 育 プ ラ ン セ ミ ナ ー ）  
 第 1 回  

日  時 ： 平 成 19 年 ４ 月 ３ 日 （ 火 ）  
内  容 ： 新 教 育 プ ラ ン の 説 明  
参 加 者 ： 130 名  

 
  第 2 回  

日  時 ： 平 成 19 年 12 月 5 日 （ 水 ）  
内  容 ： 新 教 育 プ ラ ン の 体 系 説 明  

教 務 ， キ ャ リ ア 支 援 ， 入 試 ， 学 生 支 援 等 の 進 捗 状 況 報 告   
  参 加 者 ： 100 名  

題  目 ：「 大 学 機 関 別 認 証 評 価 と 大 学 院 教 育 」  
「 高 等 専 門 学 校 か ら 見 た 大 学 院 大 学 」  

参 加 者 ：  75 名  
 
平 成 19 年 度  

第 １ 回  
日  時 ： 平 成 19 年 11 月 19 日 （ 月 ）    
講  師 ： 本 学 理 事 ・ 副 学 長  

   ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ研 究 科 教 授  
題  目 ：「 学 生 に 対 す る 危 機 対 応 、 学 生 指 導 に 関 す る マ ニ ュ ア ル 化 等 に つ い て  

－ 他 大 学 に お け る 取 り 組 み 例 － 」  
「 平 成 17 年 度 採 択 『 魅 力 あ る 大 学 院 イ ニ シ ア テ ィ ブ 』 に つ い て 」  

参 加 者 ： 71 名  
  

第 ２ 回   
日  時 ： 平 成 20 年 2 月 25 日 （ 月 ）  
講  師 ： 愛 媛 大 学 教 育 ・ 学 生 支 援 機 構 教 育 企 画 室 准 教 授  
題  目 ：「 愛 媛 大 学 に お け る FD の 取 組 み 」  

 参 加 者 ： 46 名  
 

講  師 ： 独 立 行 政 法 人 大 学 評 価 ・ 学 位 授 与 機 構 教 授 2 名  
日  時 ： 平 成 19 年 2 月 1 日 （ 木 ） Ｆ Ｄ 講 演 会  

平 成 18 年 度  

参 加 者 ： 86 名  
 

題  目 ：「 Creating an Effective Teaching Evaluation System」  
講  師 ： 国 際 基 督 教 大 学 国 際 関 係 学 科 教 授  

 
平 成 17 年 度  

日  時 ： 平 成 18 年 1 月 12 日 （ 木 ）      

資料 35-1 FD 講演会等の実施状況 

●全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策  
計画１－12：  
【36】「既に国際基督教大学，金沢大学と連携講座を設置しており，更に，北陸地

区国立大学連合の枠組みの中で，連携大学院，学生の自由な聴講制度等の整備

を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
インターネット等を利用して北陸地区の学生が他大学の講義を自大学でも受講

できるよう，双方向遠隔授業システムを整備した。  
特に金沢大学との間では，単位互換協定に基づく学生の交流，副テーマ研究実

施に係る学生派遣，授業科目の共同実施等を行った（資料 36-1：北陸地区での単

位互換，研究指導委託の実績）。  
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資料 36-1 北陸地区での単位互換，研究指導委託の実績 

平成16-19年度 平成16-19年度

受講者数 3 6
単位数 6 2

平成16-19年度
310

69

86

金沢大学との単位互換 金沢大学との研究指導委託

受入人数
派遣人数

物性評価特論-計算・材料・
物性-
機能評価特論

派遣

受講者数(人）金沢大学との連携による授業開講

科目名
情報処理論Ⅳ

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
計画１－13：  
【37】「国立の工学系単科大学による，遠隔教育の実施に向けての協定が成立した

が，この具体の進展に向けて準備を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 14 年度に全国 12 の工学系国立大学間で遠隔教育の実施に関する協定を締

結し，同協定に基づき毎年，２～３科目の提供を行った。その結果，平成 16～19
年度の４年間で延べ 21 名の他大学学生が遠隔授業により本学の講義を受講した。  

また，延べ 13 名の本学学生が同協定に基づき他大学が提供する講義を受講し

た（資料 37-1：工学系大学の遠隔授業に係る単位互換の状況）。  
こうした遠隔講義を配信するため，遠隔教育サーバシステムを引き続き実運用

し，期間を通じて学内も含めた遠隔教育総合システムを段階的に構築した。  
 

- 43 - 

1

資料 37-1 工学系大学の遠隔授業に係る単位互換の状況 

【本学提供科目の他大学学生受講実績】 

平成16-19年度

人工知能特論 8
ソフトウェア設計論 12
応用電磁気学特論 1

計 2

受講者数
提供科目名

 
 

【他大学提供科目の本学学生受講実績】 

受講者数
平成16-19年度

暗号理論特論 電気通信大学 2
ゲノムインフォマティクス 東京農工大学 3
無機物性工学特論Ⅰ 豊橋技術科学大学 1
情報セキュリティ管理論 長岡技術科学大学 1
テキスタイル材料物性 京都工芸繊維大学 1
磁気光学入門 東京農工大学 1
IT最前線 電気通信大学 1
電子工学特別講義 電気通信大学 3

計 1

受信科目名 科目提供大学

3  
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計画１－14：  
【38】「学内共同教育研究施設（センター）の有する高度の専門性を生かして，実

習を含む特色ある教育プログラムをすべての研究科の学生に提供するシステ

ムを整備しており，この充実と円滑な実施に努める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
各センターの有する高度の専門性を生かし，最先端の教育コースをすべての研

究科の学生に提供するシステムを整備し，ナノマテリアルテクノロジーセンター

がナノマテリアルテクノロジーコース（【45】P48 参照）を，知識科学教育研究

センターが知識メディア創造教育コース (【43】P47 参照 )を提供した（別添資料

1-3：教育コースの概要（別添資料 P７），資料 38-1：教育コース受講者）。これ

に加えて，分野横断的な統合科学技術コースを開設し，科学技術開発戦略センタ

ーがコースの運営に当たった（【16】P19 参照）。  
 

資料 38-1 教育コース受講者（正規課程外） 
（単位：人）

コース名 開設時期 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
ﾅﾉﾏﾃﾘｱﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｺｰｽ 平成14年4月 80 55 120 68 323
知識ﾒﾃﾞｨｱ創造教育ｺｰｽ 平成17年4月 － 37 43 32 112

合　　計 80 92 163 100 435
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●研究科・学内共同教育研究施設（センター）の教育実施体制等に関する特記事項  

計画１－15：  
【39】「ア．技術経営（MOT)コース（平成 15 年度開設）の充実（知識科学研究科）」

に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 15 年 10 月に開設した MOT コースでは，開設以降科目の充実を図り，平

成 19 年度においては 34 科目を開講し，在籍学生数は 67 名（平成 19 年５月現在）

となっている（資料 23-1：東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了

者数 P29，別添資料 1-3：教育コースの概要（別添資料 P７））。  
修士論文研究の質を向上させるため，平成 17 年度から個別ゼミ（１人の学生

に３名程度の複数の教員がアドバイスするゼミ），全体ゼミ（複数教員と学生の前

で学会発表形式により質疑応答を行い，参加者全員からコメント用紙でアドバイ

スを受けるゼミ）を土曜日に開催している。  
こうした取組を通じて，知識科学を基盤とした MOT コースとしての特徴が，

経済産業省が三菱総合研究所への委託事業として平成 18 年度に実施した MOT 教

育プログラムに関する評価でも高い評価を得ている。  
（http://www.mot-info.jp/index.php?_action=pdet1&pid=55）  

（再掲）別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  

（再掲）資料 23-1 東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数 (P29)
別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  
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計画１－16：  
【40】「イ．インターネット技術プログラム：平成 18 年度の開設を目指す（情報科

学研究科）  
ウ．高信頼性技術プログラム：平成 18 年度の開設を目指す（情報科学研究科）」

に係る状況  
 

（実施状況）  
インターネット技術及び高信頼性技術の進展と，これら技術の教育に対する産

業界の期待に答えるべく，インターネット研究センターの協力を得て，平成 17
年度にインターネット技術プログラムと高信頼性技術プログラムを統合した人材

養成コースとして，「高信頼高速ネットワークコース」，「高信頼インターネットソ

フトウェア開発検証コース｣及び「高信頼インターネットソフトウェアアプリケー

ションコース」を開設した（資料 40-1：インターネット技術及び高信頼性技術に

係る教育コース）。  
これらのコースでは，既存 16 科目に新設 14 科目を開講し，平成 19 年度まで

に延べ 813 名がコース科目の単位を修得した。  
 

資料 40-1 インターネット技術及び高信頼性技術に係る教育コース 
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出典：平成 19 年度履修案内 139 頁 
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計画１－17：  
【41】「エ．物理，化学，生物学の基礎から先端的な材料科学への階層的教育プロ

グラムの充実 (マテリアルサイエンス研究科 )」に係る状況  
 

（実施状況）  
物理，化学，生物学を融合した新しいマテリアルサイエンスの教育を充実させ

る一貫した目的に向かって，年度ごとにカリキュラムの修正を行った。平成 17
年度に採択された「魅力ある大学院」イニシアティブの計画に従って，平成 18
年度からは個々の学生に主分野・副分野を明確に選択させ，主分野については高

度な講義科目を，それ以外の副２分野については基礎科目を履修させることによ

り，高度な専門知識と基礎学力の充実を図った。  
履修規則において次のように具体化を図った。まず，研究科の中心講義である

基幹講義を「物理」，「化学」及び「バイオ」の３分野に分け，それぞれに基礎 (Ⅰ )
と，より高度な (Ⅱ )の科目群を各学期にバランスよく配置した（資料 41-1：マテ

リアルサイエンス研究科の基幹講義）。次に，全ての学生に３分野にわたる履修を

義務付け，さらに，主分野として選択した分野についてⅡの科目の修得を課した。

これにより，材料科学全般における広い知識の修得と同時に，専門分野における

高度化を図った。  
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資料 41-1 マテリアルサイエンス研究科の基幹講義（平成 18 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

出典：平成 18 年度履修案内 217 頁，221 頁 
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計画１－18：  
【42】「オ．物質レベルの計算科学教育プログラム：平成 17 年度に HJK（ハノイ

-JAIST-金沢）材料計算科学研究センター（平成 16 年度設立）による計算科

学の実習教育コースの開設を目指す（マテリアルサイエンス研究科）」に係る

状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度に，研究ユニット制度により HJK 材料研究計算科学センターと称

する機関のネットワークによる教育研究推進体制を，ベトナム国家大学ハノイ校，

ベトナム国立自然科学技術センター，金沢大学と連携して設置した。平成 19 年

度には，HJK 材料研究計算科学センター構想を一歩進め，ベトナム国家大学ハノ

イ理科大学（HUS）に「HUS-JAIST 計算科学センター」を設立し，専用室に計

算科学実習用の設備を整備し，実習教育コースの準備を行った。一方，本研究科

における物質レベルの計算科学教育プログラムコース確立のため，本研究科の科

目「M221 量子力学特論」，「M222 材料物性設計特論」，「M621 先端計算材料科

学特論」，について計算科学の視点から内容を見直し，充実を図った。さらに，講

義の階層化の流れから，新たな専門科目「計算材料科学特論」の開設を検討した。  
 

計画１－19：  
【43】「カ．知識創造メディア技術コース：平成 17 年度の開設を目指す (知識科学

教育研究センター )」に係る状況  
 

（実施状況）  
センターの有する高度の専門性を生かし，平成 17 年度に「知識メディア創造

教育コース」を開設した。知識創造，メディア創造の方法論，技法，ノウハウ等

に関する７科目を開講し，平成 17～19 年度の３年間で延べ 112 名が受講した（資

料 38-1：教育コース受講者 P44，別添資料 1-3：教育コースの概要（別添資料 P
７））。また，本コースの受講者より，以下に示すような学会における論文賞等の

受賞者が相次ぎ，本コース教育の効果が示された。  
・芸術科学会論文賞，KICSS2007 優秀学生論文賞，CGAC2007 優秀論文賞  
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計画１－20：  
【44】「キ．情報先端技術者養成コース：平成 18 年度の開設を目指す（情報科学セ

ンター）」に係る状況  
 

（実施状況）  
情報先端技術者の養成については，社会的要請等を踏まえ，平成 17 年度に「組

込みシステム大学院コース」，平成 19 年度に「先端 IT 基礎コース」を開設し，

社会人に対し情報科学分野における技術者養成のコースを提供した。情報科学セ

ンターは，情報科学研究科が開設するこれらのコースの実施に連携協力した（資

料 23-1：東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数 P29，別添資

料 1-3：教育コースの概要（別添資料 P７））。  
 

 
 
 

（再掲）資料 38-1   教育コース受講者（P44）  
別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  

（再掲）資料 23-1 東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数 (P29) 
別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  
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計画１－21：  
【45】「ク．ナノマテリアルテクノロジーコース（平成 14 年度開設）の充実（ナノ

マテリアルテクノロジーセンター）」に係る状況  
 

（実施状況）  
ナノテクノロジー関連の高度技術の広範な修得と，企業・研究所等で即戦力と

なる優秀な人材の育成を目指して，平成 14 年度に「ナノマテリアルテクノロジ

ーコース」を開設し，「ナノテクノロジー基幹科目」３科目，「ナノテクノロジー

専門科目」３科目，「ナノテクノロジー応用専門科目」３科目を開講した。平成

18 年度からはナノテクノロジー基幹科目を５科目に増やし，実習付き講義とした。

平成 19 年度には３名の助教が教員として，また６名の博士後期課程学生が TA と

して参加し，実習効果を高めた。平成 16～19 年度の４年間で延べ 323 名が受講

した（資料 38-1：教育コースの受講者 P44，別添資料 1-3：教育コースの概要 (別
添資料 P７ )）。  
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計画１－22：  
【46】「ケ．東京サテライト教室（東京八重洲キャンパス：平成 16 年度開設，東京

田町キャンパス：平成 16 年度開設）における教育活動の充実（全学）」に係

る状況  
 

（実施状況）  
平成 15 年 10 月から知識科学研究科が技術経営（MOT）コースを，情報科学研

究科が平成 17 年 10 月から組込みシステム大学院コース，平成 19 年４月から先

端 IT 基礎コースを開講し，社会人を対象とする教育プログラムを提供し，社会

人教育の拠点として整備した（資料 23-1：東京サテライトキャンパス各コースの

受講者数・修了者数 P29，別添資料 1-3：教育コースの概要（別添資料 P７））。  
 
 

 
 

（再掲）資料 38-1   教育コース受講者（P44）  
別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  

（再掲）資料 23-1 東京サテライトキャンパス各コースの受講者数・修了者数(P29）

別添資料 1-3 教育コースの概要（別添資料 P７）  

 
 
計画１－23：  
【47】「コ．金沢市中心部に平成 15 年度に開設された，「いしかわシティカレッジ」

での授業開講による教育活動の充実（全学）」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度及び 17 年度に「ナレッジ・マネジメント入門」，平成 16 年度に「ナ

ノマテリアル・テクノロジー概論」を開講したほか，平成 18 年度においては，

リレー講義科目「いしかわの高等教育」に学長が参画し，講義を行った。今後も

受講者のニーズを踏まえ，必要に応じて授業科目を提供することとしている。  
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b)小項目１の達成状況  
 (達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
専門科目の 90%以上を専任教員が担当し，責任ある実施体制を整備している。  
研究科及びセンターでは，それぞれの特色を活かした教育コースを６コース開設

しており，組込みシステムコースや先端 IT 基礎コースでは，自習用電子教材として

対面講義ビデオアーカイブを提供するなど社会人の学習の利便性向上を図っている。 
教育の改善については，副学長（教育・研究担当）を主査とする教育改善 WG を

平成 18 年度に設置し，授業評価や研究室内教育評価の結果を教育の工夫・改善に結

び付ける仕組みを整備しており，各教員が教材の見直し等を行っている。  
FD については，全学的な FD 講演会を実施しているほか，各研究科にも FD 推進

体制を整備し，教育改善活動を行っている。以上のことから，目標の達成状況が非

常に優れていると判断する。  
 

 

②中項目３の達成状況 

(達成状況の判断) 
目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   

 (優れた点) 
１．専門科目のほとんどを専任教員が担当する体制を整備するとともに，助教を講

義や副テーマ指導に積極的に参画させている点は教育実施体制として優れている。

（計画１－１）【25】 

 

２．教育や管理運営の業務を免除するサバティカル制度は，教員の研究能力の維持

向上を図るための制度として優れている。(計画１－３)【27】 

 

３．授業を担当した教員から授業評価を踏まえた改善状況について報告を求め，教

育改善 WG で集約し，必要に応じて FD 活動に反映させるなど，教育改善のサイクル

を確立している点は優れている。（計画１－８）【32】 

 

 (改善を要する点) 
    該当なし 

 

(特色ある点) 

１．平成 20 年度から各研究科を１専攻に改組するとともに，講座制を廃止し，柔軟

かつ機動的な組織である「領域制」に移行するとしている点は特色ある取組とし

て期待される。（計画１－１）【25】 
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(４)中項目４「学生への支援に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

  
○小項目１：  
「学生が心身ともに健康で，学習と研究に没頭できるよう，学生の生活面における支援

に努める。特に，学生の立場に立った経済的支援，的確な就職情報の提供，学生寄宿

舎を始めとする居住環境の整備，カウンセリングを含む健康管理の充実，留学生に対

する英語による十分な情報提供等に努める。」の分析  
   

a)関連する中期計画の分析  
 
  ●学習，研究，生活等の相談・助言に対する具体的方策  

計画１－１：  
【48】「学生の学習，研究に関する相談，指導はもとより，生活上の問題に関して

も，各研究室の指導教員は大きな役割を果たしているが，更に，これらを側

面から専門的に支援する事務職員，カウンセラーの適切な配置を行う。相談

の事項によっては，これら専門の職員と指導教員，研究科長，副学長（教育

担当）等が連携して機動的に対応していくシステムを整備する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学生相談室については相談時間の拡充，カウンセラーの増員を行ったほか，保

健管理センター長のもとに，各研究科１名の学生相談担当教員を配置するととも

に，平成 16 年度には博士後期課程の学生からなる「なんでも相談室」を設置し，

学生相談室カウンセラーと連携して学生の相談に対応する体制を整備した（資料

48-1：学生相談状況，資料 48-2：なんでも相談室相談件数）。  
さらに，平成 18 年度から月２回近隣地域病院の精神科医師による相談を行っ

ている。  
また，学生からの相談の中で，深刻な心の問題を抱える学生の存在を把握した

場合は，研究科長，副学長に報告するとともに，特に精神的に不安定な学生がい

る場合は，当該学生，研究科長，指導教員等が随時カウンセラーと携帯電話によ

って連絡をとるなど機動的に対応している。  
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    資料 48-1 学生相談状況 
        

（平成 19 年度，単位：人） 

知識科学 117 (17)

情報科学 38 (10)前 期 

ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ 235 (19)

知識科学 26 ( 7)

情報科学 59 ( 8)後 期 

ﾏﾃﾘｱﾙｻｲｴﾝｽ 34 ( 7)

そ の 他 100 (44)

      注：数字は延べ件数，（ ）は実人数 

      （内訳）学業・進路等  16 人，生活・対人関係 19 人 

          性格・精神衛生 36 人，身体 3 人，その他 38 人  
 
 

資料 48-2 なんでも相談室相談件数(平成 19 年度) 

知識科学 情報科学 マテリアルサイエンス 合計

４月 10 1 0 11

５月 3 1 2 6

６月 3 1 1 5

７月 4 1 0 5

８月 6 1 0 7

９月 3 1 0 4

１０月 5 1 0 6

１１月 4 1 0 5

１２月 3 2 0 5

１月 4 2 0 6

２月 7 3 3 13

３月 4 4 0 8

合計 56 19 6 81
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●就職支援に関する具体的方策  
計画１－２：  
【49】「全学組織として，就職支援オフィスを設け，専門の職員を配置する。また，

各研究科に，就職担当教員を配置して学生の進路指導，就職指導等を行い，事

務的処理については就職支援オフィスが担当するなど，より適切な就職支援が

行えるようにシステムを整備する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学生への就職支援体制を強化するために学長補佐を室長とする就職支援室を

設置し，専門的な見地から就職支援を行う体制を整えた。  
 各研究科で就職支援担当教員を配置するとともに，教員・事務職員で構成する

「就職支援タスクフォース」を発足させ，学生の就職支援，キャリア形成支援の

方策について検討し，順次実施に移行した（資料 49-1：主な就職支援方策）。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・国際機関ガイダンスの実施 

 ・合同企業セミナー（東京･大阪）への無料就職支援バスの運行 

・グループディスカッション対策講座の実施（18 年度～） 

○平成 19 年度 

 ・地元（県内）企業を含めた学内合同企業セミナーの実施（18 年度～） 

 ・博士前期課程１年生と内定獲得学生（同２年生）との懇談会の開催（18 年度～）

・就職カウンセラーによる就職相談（17 年度～） 

○平成 18 年度 

 ・企業採用担当者向け就職 PR 誌の発行（17 年度～） 

 ・OB・OG を招いての懇談会及び懇親会の開催（17 年度～） 

・就職支援情報システム（Web 上でのサービス提供）の整備 

 ・就職資料室の開室 

 ・各種就職対策セミナー及び面接トレーニングの実施（16 年度～） 

 ・SPI 模擬試験の実施（16 年度～） 

○平成 17 年度 

・就職ハンドブックの作成・配布（16 年度～） 

○平成 16 年度 

 
資料 49-1 主な就職支援方策 

 このように，就職支援室－就職支援タスクフォース－学外の支援スタッフ－教

員の連携が深まり，また，Web を通じた就職支援活動のシステム化により，学生

の利便性が大きく改善した。  
 
 

●経済的支援に関する具体的方策  
計画１－３：  
【50】「各種奨学金の情報を積極的に収集し周知するとともに，新たな奨学制度の

発掘に努める。学生寄宿舎の効率的運営に努め，学生が安心して学習と研究

に専念できるように配慮する。平成 16 年度から，優れた学力を有する入学

者に対して，授業料の全額を各課程修了まで免除する，特待生制度を設け，

入学者の学業意欲の向上を図るとともに，経済的支援を行う。さらに博士後

期課程学生に対しては，新たに学資支援システムを整備し，学生寄宿舎経費，

授業料における経済的負担の軽減に努める。」に係る状況  
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（実施状況）  
学生に有効な各種奨学金の募集情報をインターネット，雑誌等から収集し，学

内に周知した。  
入学時の成績優秀者に対し入学料の半額免除を行ったほか，特に優秀と認めら

れる新入学生に対しては特待生として４年間で 34 名（全入学者の 2.2％）の授業

料を全額免除とした（資料 50-1：入学料，授業料免除の実績）。  
こうした取組をより一層進め，平成 19 年度に国内最高水準（最高で年間 180 万

円）の給費奨学金制度を創設した（平成 20 年４月から実施）。  
また，地域と結びついた新たな奨学金として，平成 18 年度から北陸３県に就職

を希望する学生を対象に月額３万円を支給する本学支援財団奨学金の募集を開始

し，２年間で 16 名が採択された。  
 
 

１ 入学料の半額免除
(1)　経済的理由及び学業成績に基づく免除

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
申請者数 97 73 55 38
許可者数 29 26 27 22

不許可者数 68 47 28 16

(2)　成績優秀者に対する免除
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

免除者数 - 88 86 82
入学者に対する

割合(%)
- 20.7 20.9 27.2

２　授業料免除
(1)　経済的理由及び学業成績に基づく免除

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
374 485 376 375

(157) (183) (173) (189)
212 217 217 185

(100) (144) (137) (91)
162 268 159 190
(57) (39) (36) (98)

(注1) (　)内の数字は，私費留学生で内数。
(注2) 免除額は、授業料の半額。

(2)　成績優秀者に対する免除
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

免除者数 14 12 5 3
入学者に対する

割合(%)
3.3 2.8 1.2 1.0

申請者数

許可者数

不許可者数

資料 50-1 入学料，授業料免除の実績
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●留学生に対する配慮  
計画１－４：  
【51】「事務職員，カウンセラー及び指導教員が連携して，留学生の宗教，生活習

慣の違い等から生じる困難に事前に対応し，留学生が学習及び研究の目的を十

分に達成できるよう配慮する。私費留学生に対して平成 11 年度に設定した

JAIST 奨学金の原資を増加させるよう努める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
 平成 19 年４月に，留学生支援を含む国際関係業務に従事する組織として国際

支援担当学長補佐を室長とする国際支援室を設け，組織体制の強化を図った。  
 留学生に対するカウンセリングについては，通常の学生と同様，学生カウンセ

ラー，なんでも相談室の博士後期課程学生のほかに，近隣病院からの精神科医の

派遣によって体制を強化した（【48】P50 参照）。  
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 JAIST 奨学金については，引き続き本学支援財団への協力要請を継続的に行い，

平成 16～19 年度の４年間で，４名に月額７万円を支給した。  
 
 

 ●福利厚生施設等の整備・充実に関する具体的方策  
計画１－５：  
【52】「本学の立地条件において，学生が学習と研究に一層専念できる環境を整え

るため，日常生活，健康管理，リフレッシュ活動等に係る福利厚生施設等の整

備・充実に努める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
キャンパス内の利便性向上に向けて，平成 16 年度に食堂及び喫茶室のメニュー

等の改善，平成 18 年度に保健管理センターへのシアタールームの整備を行ったほ

か，平成 19 年度には，福利厚生施設の整備・充実に向けて、トレーニングルーム，

コンビニエンスストアを備えた多目的施設を整備した。  
 
 

●保健管理センター充実の具体的方策  
計画１－６：  
【53】「保健管理センターの医療機器・検査機器の充実を図るとともに，平成 16 年

度中に，カウンセラーの増員や相談受付時間の拡充など，カウンセリングの実

施体制を整備・充実する。また，教員，事務職員の密接な連携のもと，緊急時

における対策の強化を図る。」に係る状況  
 

（実施状況）  
カウンセラーの常勤化，「なんでも相談室」の設置，精神科医師による相談の開

始等によって学生相談体制を整備するとともに（【48】P50 参照），心電図の更新，

自動対外式除細動機（AED）の設置等医療機器の充実，診療スペースの拡大，カ

ウンセリング室の増設等保健管理センターを拡充した。  
 

 
b)小項目１の達成状況  
（達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 
学生相談については，相談時間の拡充，カウンセラーの増員，博士後期課程の学

生による「なんでも相談室」の設置など体制の充実を図っている。  
就職支援については，平成 16 年度に就職支援室を設置するとともに就職支援タ

スクフォースを組織し，学生の就職支援，キャリア形成支援を強化した。  
経済的支援については，成績優秀者に対する入学料免除・授業料免除に加え，平

成 20 年度からの新教育プランにおいて成績優秀者に対する給費奨学金制度を新た

に創設した。  
福利厚生施設については，平成 19 年度にトレーニングルーム，コンビニエンス

ストアを備えた多目的施設を整備するなど，学生の利便性の向上を図っている。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。  

 



北陸先端科学技術大学院大学 教育 

- 55 - 

②中項目４の達成状況 

（達成状況の判断) 
目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 

小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

  (優れた点) 
１．就職セミナーの充実，就職カウンセラーによる相談体制の充実等に加え，Web を

通じた就職支援活動のシステム化により学生の利便性の向上を図っている点は優

れている。（計画１－２）【49】 

 

２．従前の経済要件を中心とする免除制度に加え，成績優秀者の授業料，入学料を免

除する制度を導入している点は優れている。（計画１－３）【50】 

 

３．コンビニエンスストア，トレーニングルームを備えた多目的施設を学長裁量経費

によって整備しており，学生生活の利便性向上という点で優れている。（計画１－

４）【52】 

 

 (改善を要する点) 
   該当なし 

  

(特色ある点)  
１．博士後期課程の学生が相談員を務める「なんでも相談室」は，学生の視点から学

生の学習上・生活上の相談に応じるというものであり，特色ある取組である。（計

画１－１）【48】 

 

２．平成 20 年度からの新教育プランにおいて，我が国最高水準の給費奨学金制度（前

期課程：年間 120 万円，後期課程：年間 180 万円）を整備している点は特色ある取

組である。（計画１－３）【50】
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２ 研究に関する目標(大項目) 

 

(１)中項目１「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目１の分析 

  
○小項目１：  

「世界最高水準の研究大学としての地歩を固めることを目指して，基礎研究と応用研

究をバランスよく発展させる。国内外の研究者との協同体制を一層推進し，既存の領

域単独では解決できない広領域，新領域の課題に挑戦することによって，新しい科学

と技術の創生を目指す。  
学問の展開，蓄積を国際社会に対して積極的に発信していくことが，大学がなすべ

き最も基本的な研究成果の社会への還元であることに留意し，卓越した世界から見え

る研究の中心－エクセレント・コア－を各分野に構築する。」の分析  
   

a)関連する中期計画の分析  
    

●目指すべき研究の方向性及び大学として重点的に取り組む領域  
計画１－１：  
【54】「大学の普遍的使命である学問の継承，発展，蓄積を確かなものとするため

に，高度の基礎研究を強力に推進しつつ，その先端的応用の研究を通じて技

術の革新的発展に貢献すること，この二つの方向をバランスよく追求してい

く。  
現在，本学が設定している知識科学，情報科学，材料科学の３領域を基本

としつつ，学問の発展に伴って，柔軟に新しい領域への展開を図っていく。  
特に，本学は知識科学，情報科学，材料科学の幅広い分野に多数の優れた

研究者を擁しており，それらの研究者個々の研究の推進を基本としつつ，所

属する研究科等を越えて協同することによって，新しい学問を創出する。  
特に，下記の課題の追求に重点的に取り組む。  
ア．知識科学に基づく科学技術の創造と実践とその研究拠点形成（21 世紀

COE プログラム）  
イ．高信頼システム技術の研究拠点形成  
ウ．認知・計算・コミュニケーションの論理基盤に関する研究拠点形成  
エ．検証進化可能電子社会に関する研究拠点形成  
オ．動的ナノマテリアルサイエンスの研究拠点形成  
カ．液体微粒子科学の研究拠点形成  
キ．超生体分子素子と新計算方式の共鳴的創成に関する研究拠点形成」  

に係る状況  
 

（実施状況）  
別添資料 54-1「重点的に取り組む領域の概要」のとおり，大学として重点的に

取り組む領域に係る研究拠点の形成に取り組んだ。  
 

 
別添資料 54-1 重点的に取り組む領域の概要（別添資料 P11）  
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●研究成果の社会への還元に関する具体的方策  
計画１－２：  
【55】「大学の研究成果の社会への還元の基本は，研究成果を専門の学会等を通じ

て，人類の学問的財産として公表していくことである。今後も，よりインパ

クトの大きい学術雑誌等を中心に発表を進める。また，シンポジウム，研究

会等を主催して，高い水準の研究を発信して，その成果を社会に還元してい

く。」に係る状況  
 

（実施状況）  
 研究成果については，平成 16～19 年度の４年間で，論文発表 3,045 件，学会

発表 2,671 件，各種フォーラム等への PR 展示 63 件を行ったほか，本学主催のシ

ンポジウム等を 23 件開催するなど，積極的に本学の研究成果を社会に還元した

（資料 55-1：研究の公表状況，資料 55-2：研究成果 PR 展示への参加状況，資料

55-3：シンポジウム等の開催状況）。  
 こうした取組に加え，平成 19 年度においては，本学で作成された研究成果物

（学術論文，学位論文，リサーチレポート等）をインターネットにより学内外に

公開する「JAIST 学術研究成果リポジトリ」を構築し，これまでに合わせて 3,913
タイトルの学術上の成果を Web 上で情報発信しており，公開開始の平成 19 年 11
月から平成 20 年３月までの間に 15,874 件のアクセス（１日平均 125 件）があっ

た。  
 

資料 55-1 研究の公表状況 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

発表論文 752 715 804 774 3,045

学会発表 711 538 749 673 2,671

※教員業績データベースから計上  

 
 資料 55-2 研究成果 PR 展示への参加状況 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
1件当たり
来訪者数(人)

出展数（件） 16 19 15 13 63
ブース来訪者(人) 5,910 5,470 4,505 3,178 19,063

302.6
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資料 55-3 シンポジウム等の開催状況 

開催日 名称 場所 参加者数

16.9.1～13 国際大学交流セミナー「計算科学と材料科学の融合」 本学，金沢大学
等

60

16.9.9～10 JAIST International Symposium on Nano Technology 2004 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

213

16.9.26～10.1 大規模インターネットシステムにおける高信頼性及び高効率性:設計、実装、検証 金沢読売会館
40

16.10.18～10.19 第12回複合情報処理技術の合成システム統合に関する国際ワークショップ 金沢ｴｸｾﾙﾎﾃﾙ
東急

170

16.11.10～11.12 JAISTフォーラム2004－知識科学に基づく科学技術の創造と実践－，The 5th International Symposium on
Knowledge and Systems Sciences

石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ等 302

16.12.7～ 12.8 GATIC-JAPAN2004 八重洲ﾙﾋﾞｰﾎﾃ
ﾙ

74

17.2.26 B-J-K Symposium on Biomechanics ITﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｻﾞ武
蔵

41

17.3.8～3.9 The fourth joint workshop on Advanced Materials Science and Technology 本学
18

17.3.10～ 3.11 JAIST21世紀COEシンポジウム2005 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

233

17.9.15～ 9.17 JAIST International Symposium on Nano Technology 2005 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

216

17.11.14～11.17 第一回国際システム研究学会連合会世界大会 神戸国際会議
場

199

18.3.8～3.9 JAIST 21世紀COEシンポジウム2006「検証進化可能電子社会」 本学
172

18.3.11 Second B-J-K Symposium on Biomechanics ITﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｻﾞ武
蔵

47

18.9.14～9.16 ナノテクノロジー・シンポジウムNT2006 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

150

18.11.10～11.13 JAISTフォーラム2006-知識創造と社会革新- 本学
ﾎﾃﾙ日航金沢

371

19.3.7～3.8 JAIST 21世紀COEシンポジウム2007「検証進化可能電子社会」 本学
143

19.3.16～3.17 3rd B-J-K Symposium on Biomechanics ITﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｻﾞ武
蔵

68

19.3.19～3.21 第５回不均一系チーグラー・ナッタ触媒に関する国際会議 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

250

19.11.5-11.7 IJCKS2007（KSS2007/KICSS2007）（第1回知識科学国際会議） 石川ﾊｲﾃｸ交流
ｾﾝﾀｰ

119

H20.2.27-2.28 JAIST International Workshop on Nanoscopic Thermoelectricity 本学
39

H20.3.14-3.15 The Second International Symposium on Biomechanics,Healthcare and Information Science
-The Fourth B-J-K Symposium on Biomechanics -

ITﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｻﾞ武
蔵

80

H20.3.25-3.28 International Workshop on Interval/Probabilistic Uncertainty and Non-Classical Logics
(UncLog'08)

本学
38

H19.9.6-9.7 21世紀COEシンポジウム2007「検証進化可能電子社会」 本学田町ｷｬﾝﾊﾟ
ｽ

260

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

平
成
18
年
度

平
成
19
年
度

 
 

計画１－３：  
【56】「更に，産官学連携による共同研究，受託研究，技術指導，シンポジウム，

公開講座等を積極的に実施するとともに，個々の教員の学識を通じて国，地

方公共団体，学協会，民間シンクタンク等の「知恵袋」としての活動も重要

な社会貢献として位置付け，積極的に推進する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度からの４年間で，産学官連携による共同研究実施状況は，357 件，

６億 8,781 万円，受託研究実施状況は 211 件，30 億 9,942 万円となるなど全国的

にも高い水準にある。また，技術サービス（技術指導）実施状況は 46 件，3,210
万円となったほか，シンポジウム（18 件），公開講座（17 件，受講者 835 名），国・

自治体等の委員としての活動（154 名が 379 件実施）等を通じて，研究成果の還

元による社会貢献を推進した（資料 56-1：共同研究，受託研究受入状況，資料 56-2：
技術サービス受入状況，資料 56-3：公開講座実施状況，資料 56-4：国・自治体等

の委員への就任状況）。  
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さらに，平成 16 年度採択の知的クラスター創成事業「石川ハイテク・センシン

グ・クラスター」，平成 17 年度採択の都市エリア産学官連携促進事業「温新知故

産業創出プロジェクト」など，地元自治体が政府から指定を受けて進めるプロジェ

クトの中核的な存在として研究活動を推進し，地域に大きな役割を果たした。  
内閣府が平成 19 年 11 月に発表した「国立大学法人等の科学技術関係活動に関

する調査結果」によれば，研究活動に関する各指標において資料 56-5 のとおり本

学の研究水準の卓越性が示されている（資料 56-5：国立大学法人等の科学技術関

係活動に関する調査結果）。  
 

資料 56-1 共同研究，受託研究受入状況 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
共同研究 75 153,773 84 136,435 91 140,914 107 256,687 357 687,809
受託研究 55 690,585 57 750,921 49 897,881 50 760,030 211 3,099,417

計 130 844,358 141 887,356 140 1,038,795 157 1,016,717 568 3,787,226
注1）各年度文部科学省「産学連携等実施状況調査」による。
注2）金額の単位は，千円。

計平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

 
 

資料 56-2 技術サービス受入状況 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
件数（件） 11 14 21 46
受入額（円） 5,511,500 9,056,500 17,531,000 32,099,000  

 
資料 56-3 公開講座実施状況 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
実施件数（件） 4 4 4 5
参加者数（人） 230 163 227 215 835

17

 
 

資料 56-4 国・自治体等の委員等への就任状況 

 

 
 
 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計
就任者数(人） 39 45 39 39 162
就任件数(件） 100 130 82 83 395  

 

 
資料 56-5 国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果 

 
・教員１人当たり共同・受託研究費：710 万円で全国立大学法人中１位  

（件数は 0.96 件で２位）  
・教員１人当たりの発表論文数：1.51 件で全国立大学法人中６位  
・教員１人当たり科学研究費補助金配分額：200 万円で全国立大学法人中 13 位  
・教員１人当たり科学技術振興調整費配分額：233 万円で全国立大学法人中１位  

 

（内 閣 府 「国 立 大 学 法 人 等 の科 学 技 術 関 係 活 動 に関 する調 査 結 果 」から作 成 。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
計画１－４：  
【57】「研究の過程で生じる特許等の知的財産に関しては，できる限り早く社会の

役に立てることを本旨として，IP オペレーションセンター（知的財産本部：

平成 15 年度設置）を中心に本学の特色を発揮したシステムを整備し，適切

な処理を行う。」に係る状況  
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（実施状況）  
特許等の知的財産については， IP オペレーションセンターを中心に，平成 16

年度に知的財産ポリシー，職務発明規則などの関係規則の制定，スタッフによる

特許相談体制の整備を行い，平成 18 年度に発明の評価と活用推進を行う特許連

絡会を設置するなど，体制の整備を図った。こうした体制の下で，教職員・学生

を対象とする特許に関するセミナー・説明会の実施，外部 TLO，外部アドバイザ

ーを活用した技術移転の推進，不要特許の整理と活用特許の国際権利化を行い，

その結果特許権の保有件数は，平成 16 年度末時点の 23 件から平成 19 年度末の

49 件に大幅に増加し，平成 19 年度におけるライセンス契約等収入は，863 万円

となり，平成 16 年度の収入と比べて約 26 倍となった（資料 57-1：知的財産権の

取得，管理及び活用の状況）。  
以上のように，体制と規則の整備により組織的な特許の創出，活用を展開する

システムを構築し，基本的特許は大学に帰属，企業の防衛的出願の意味が強い共

同発明については出願前に企業へ譲渡するといった活用の可能性を見据えた発明

処理が実施可能となった。  
 

資料 57-1 知的財産権の取得，管理及び活用の状況 

保有件数 出願数 取得数 件数 収入(千円) 件数 収入(千円) 件数 収入(千円)

平成16年度 23 20 23 0 11 3 315 3 326
平成17年度 21 62 2 0 0 4 420 4 4
平成18年度 36 78 19 2 1,244 3 734 5 1,978
平成19年度 49 36 14 2 1,525 8 7,105 10 8,630

計 ― 196 58 4 2,780 18 8,574 22 11,354
注1)「保有件数」は，当該年度末時点での保有件数。

注2）特許の「出願数」は，外国出願を含め出願国数を計上し，「取得数」及び「保有件数」は，外国における権利も含む。

注3)「ライセンス契約等」には，著作権に係るものを含む。

注4)実施許諾の契約件数は，複数年契約を締結した場合，契約締結年度に１回だけ計上。

注5)実施許諾に係る収入は，契約締結年度以降に生じる場合があり，必ずしも契約件数と対応していない。

特許保有・出願・取得(件） ライセンス契

20

約等
実施許諾 譲渡 計

  
 

●研究の水準・成果の検証に関する具体的方策  
計画１－５：  
【58】「研究活動の成果は，様々な目的に応じて加工し，情報を抽出することがで

きるようにデータベース化されている。このデータベースを用いて，研究成

果の学術雑誌への掲載状況，それらのインパクトファクター，被引用回数，

国際会議等における講演，招待講演の状況，論文賞等の受賞状況，更に，科

学研究費補助金やその他の競争的研究資金の獲得状況，国内外の学会等にお

ける役割等，検証のための多面的なデータを作成する。検証に当たっては分

野の違い，個人の研究の流れによる事情等に配慮できる多様な基準と検証の

システムを，平成 17 年度までに整備する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
研究の水準･成果の検証に資するため，平成 17 年度に教員業績データベースを

構築し，教育活動，研究活動，学内管理運営活動，学外への貢献等のデータセッ

トを整備した。これをもとに理事（教育・研究担当）を中心とするワーキンググ

ループにおいて研究水準・成果の検証に関して検討を行った結果，多様な分野に

及ぶ研究水準の検証に当たっては，類型的に整備した基準や指標によって行うよ

りも，当該分野の研究者の評価によるほうが有効であるとの結論を得た。このた

め，平成 19 年度から，業績評価の客観性と公正さを確保するため，大学（学長･

副学長）と研究科長の２段階で検証するシステムを整備した。  
このシステムによって，教員業績評価を実施し，研究水準の判断を行ったほか，
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学内研究プロジェクトの採択及び評価においても同様の２段階評価の仕組みを活

用した（別添資料 58-1：教員業績評価のフロー図，別添資料 P15）。  
また，平成 19 年度には研究科における研究水準を客観的に評価することを目

的に研究活動の現況分析を実施した。  
 

別添資料 58-1 教員業績評価のフロー図（別添資料 P15）   
  

計画１－６：  
【59】「研究成果の検証・評価は，研究を一層活性化するためにこそ活用されるべき

であり，そのための研究費配分方策を含む研究支援策に連動させる仕組みを，

平成 17 年度までに整備する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
研究成果の評価等を踏まえ，学長裁量経費による本学独自のプロジェクト経費

を配分している。また，平成 19 年度から，毎年度事業終了後に提出する報告書

に基づき，研究成果等について評価を行い，その結果を経費配分に反映させてい

る（【58】P60 参照）。  
また，研究活動を含む教員の業績評価の結果については，昇給対象者や勤勉手

当支給率の決定に反映させる仕組みを平成 17 年度から実施している。  
さらに，平成 19 年度には評価結果を処遇へ反映させる仕組みの一層の充実を

図るため，外部資金の獲得状況を評価し，報奨する制度「教育研究報奨制度」を

創設した。  
 

b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
知識科学，情報科学，マテリアルサイエンスの各分野の課題に取り組むとともに，

研究成果については，学術雑誌への掲載，各種フォーラム等への PR 展示，シンポジ

ウム・研究会等の開催などを通じて積極的に社会に還元している。また，平成 16 年

度からの４年間で，共同研究 357 件，６億 8,781 万円，受託研究 211 件，30 億 9,942
万円，技術サービス 46 件，3,210 万円となり，産学官連携による研究活動が積極的

に行われている。特許等の知的財産については， IP オペレーションセンターを中心

に体制の整備を図り，平成 19 年度におけるライセンス契約等収入は，平成 16 年度

収入の約 26 倍の 863 万円となった。  
研究水準・成果の検証については，平成 17 年度に教員業績データベースを構築し，

これを活用した２段階による業績評価を実施している。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れている。  

 

②中項目１の達成状況 

（達成状況の判断) 
目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 
小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．「21 世紀 COE プログラム」に２つのプログラムが採択され，研究活動と人材養
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成とが一体化した先進的な教育研究活動を推進している点は優れている。（計画１

－１）【54】 

 

２．大学として重点的に取り組む領域を明確化し， 21 世紀 COE プログラムを含む

７件の課題について拠点形成を進めている点は優れている。（計画１－１）【54】 

 

３．教員１人当たり共同・受託研究費が710万円で全国立大学法人中１位となるなど，

研究活動に関する各指標で本学の研究水準の卓越性が示されている（出典：内

閣府「国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査結果」（2007.11））（計

画１－３）【56】 

  

４．平成 16～19 年度の４年間で発表論文数は 3,045 件，学会発表数は 2,671 件とな

るなど研究成果を積極的に公表している点は優れている（計画１－２）【55】 

 

   ５ 特許等の知的財産について，平成 19 年度におけるライセンス契約等収入が平

成 16 年度の約 26 倍の 863 万円となっている。（計画１－４）【57】  
 

 (改善を要する点) 

    該当なし 

 

 (特色ある点) 

１．教員業績データベースを活用した教員業績評価を実施し，評価結果を勤勉手当

の支給率や昇給対象者の決定等処遇面へ反映させている点は特色ある取組である。

（計画１－５）【58】 
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 (２)中項目２「研究実施体制等の整備に関する目標」の達成状況分析 

 

①小項目１の分析 
○小項目１：  

「教員採用に当たっては，常に全学的見地から，それぞれの組織にとって最適な人事

が行われるように，教育研究評議会を中心とした教員選考の制度を整備する。既に全

面的に実施している教員の任期制の円滑な運用に努める。  
教員がそれぞれの能力を最大限に発揮して，活き活きと研究を進めることができる

環境を整備する。そのために，現在の講座制の在り方の見直しを含めて，研究の基本

ユニット（研究室）の確立，複数のユニットが研究の進展に応じて形成する研究群，

更に，発展性を見越して編成する研究センター等の機動的な研究環境を組織的に用意

する。  
これらの研究環境の中で，個々の研究室，研究群，研究センター等の研究を活性化

し，研究の質を向上させるための，有効な研究費配分方策を整備するとともに，学長

保留人事枠を一定期間割り当てる戦略的運用を行う。  
研究を側面から支援する施設・設備等の研究環境の整備・充実，研究支援業務の充

実を図る。」の分析  
   

a)関連する中期計画の分析  
 ●適切な研究者等の配置に関する具体的方策  

計画１－１：  
【60】「現在の研究科，学内共同教育研究施設（センター）等の組織と教員配置を

基本として研究を推進するが，本中期計画期間中にも計画の進捗状況と科

学・技術の発展状況等の検討・評価の結果に基づき，組織の改組・改編を行

うことを検討する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
人事計画委員会において全学的な視点に立った人事計画，各研究科の組織を含

めた将来構想について検討を行い，研究科の専攻の統合や，講座制から領域制への

移行など，教育研究組織の整備，強化を図った（資料 25-2：教育研究組織の再編

について，P33）。  
平成 19 年４月に，先進的かつ学際的な研究活動の推進組織として先端融合領域

研究院を設置し，組織的な研究活動の活性化と高度化を推進する体制を構築した。 
学内共同教育研究施設については，「インターネット研究センター」及び「科学

技術開発戦略センター」について時限到来に基づく改組･見直しを行ったほか，新

たな社会的ニーズに対応し，「安心電子社会研究センター」，「高信頼システム教育

研究センター」を設置した。  
  

 
（再掲）資料 25-2 教育研究組織の再編について（P33）  
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計画１－２：  
【61】「教授及び准教授はそれぞれ，独立した研究者である。このため，自己責任

において研究を推進できる基本ユニットとして，研究室の条件整備を行う。

その上で新しい学問の展開を目指す研究群を，専攻，研究科，学内共同教育

研究施設（センター）等の既存の組織に必ずしもとらわれずに，教員の自発

的計画によって弾力的に編成する。研究群の活動を一層強力に推進するため

に，学内措置によって機動的に研究センターを構成し，これを世界から見え

る研究拠点－エクセレント・コア－に育てていく。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学長裁量経費によるプロジェクト研究の支援（【78】P73 参照），既存の組織を

超えた流動的なプロジェクト組織「研究ユニット」制度を活用し，教員の自発的

な計画による研究活動を積極的に支援した（資料 61-1：研究ユニット設置状況）。  
併せて，融合領域における世界的な研究拠点の形成を目指す「先端融合領域研

究院」を平成 19 年度に設置し，全学的な視点からエクセレント・コアの形成を

推進する体制を整備した。  
先端融合領域研究院については，学長裁量人員枠によって特別招聘教授１名，

特任教授１名，准教授１名，助教１名を採用したほか，客員教員３名，学内の兼

務教員 11 名を参画させ，計算科学分野の拠点形成を進めた。 

 
資料 61-1 研究ユニット設置状況（平成 16-19 年度） 

学内 学外

ＨＪＫ材料計算科学研究センター
HJK Center for Computing in Material Science

平成15年度～
平成18年度

15 10

サーモエレクトロニックス研究開発ユニット
(R&D Unit of Thermoelectronics)

平成16年3月～
平成21年2月

11 14

OBIGrid研究センター
平成17年10月～
平成22年9月

4 2

ゲーム情報学研究ユニット
（Research Unit for Computers and Games)

平成17年11月～
平成22年10月

7 14

ナノハイブリッドエレクトロニクス研究ユニット
平成18年2月～
平成23年1月

4 1

フェムト秒科学に基づいた極限応答材料の
開発研究ユニット

平成18年5月～
平成23年3月

6 0

先端バイオデバイス研究ユニット
平成18年10月～
平成23年3月

8 1

コロイド分散系複雑液体研究ユニット
平成19年4月～
平成20年3月

4 0

参加人数
ユニット名 期間

 
 

 
計画１－３：  
【62】「教員が全体として，常に若々しく，活力に溢れた状態にあるために，採用

に当たっては，本学の教員採用の基本である「より優れた人材を」をモット

ーに，優秀な教員を積極的に求めていく。」に係る状況  
 

（実施状況）  
教員の採用は，公募を原則とし，国内外からより優れた人材の確保を進めた（資

料 26-5：公募制の実施状況，P35）。また，学長のイニシアティブで優れた人材

を積極的かつ迅速に受け入れるため，「学長裁量選考」を活用し，世界的に顕著

な業績を持つ教員，民間企業から優れた研究業績を上げている研究者を学長のリ

ーダーシップにより採用した（資料 26-6：学長裁量による教員選考の実施状況，

P36）。これに加え，平成 17 年度には世界的に著名な研究者を招聘する特別招聘

教授の制度を創設し，平成 18 年度に計算科学分野において世界的に高い評価を

得ている研究者１名を採用した。  
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（再掲）資料 26-5 公募制の実施状況（P35）  

資料 26-6 学長裁量による教員選考の実施状況（P36）  
 

 
計画１－４：  
【63】「優秀な人材を確保するために，研究科等の組織を越えて全学の教員人事委

員会で人事計画，採用基準，候補者の審議を行う現行の制度を，教育研究評

議会を中心とした制度として，一層充実させる。採用に当たっては，国内外

を対象とした公募を前提とし，研究能力，教育能力，資金獲得能力，年齢な

どを基準に，最適な人材を積極的に選考する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
優秀な人材を確保するために，研究科等の組織を越えて全学的視野で教員の人

事配置計画を審議する人事計画委員会を教育研究評議会に設置した。  
また，個々の教員候補者の選考を行う教員選考委員会は，理事を委員長とし，

研究科長及び研究科からの選出委員に，当該研究科以外の委員を加え，適正かつ

公平な教員選考の制度を確立した。  
採用に当たっては，国内外を対象とした公募制を活用し，国籍･性別を問わず最

適な人材の確保に努めた結果，平成 19 年度における外国人教員数は 18 名で，全

体に占める割合は，10.9%となった。また，女性教員数は 12 名（7.6％）となっ

た（資料 26-1：外国人教育採用状況 P34，資料 26-2：女性教員採用状況 P34）。  
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計画１－５：  
【64】「教員の流動性を高めるために，既に全面的に任期制を実施しているが，再

任に当たっての業績評価システムの充実など，一層の円滑な運用を図る。」に

係る状況  
 

（実施状況）  
平成 10 年度に導入した我が国初の全学的な任期制について，新たにセンター教

員を対象に加えたほか，再任審査には，教員選考委員会委員に学外の有識者を加え，

客観的かつ多面的な評価を行うシステムの整備を図った。  
その結果，平成 19 年度時点で任期制適用者が 86 名，全体に占める割合が 54.8％

となった（資料 64-1：任期制の実施状況）。  
 
 資料 64-1 任期制の実施状況 

 
                              年度 教員      数

任期制

 
 
 
 
 

適用者
適用率
(%)

平成16年度 159 87 54.7%
平成17年度 155 86 55.5%
平成18年度 152 83 54.6%
平成19年度 157 86 54.8%
各年度5月1日現在の数値。  

（再掲）資料 26-1 外国人教育採用状況（P34）  
    資料 26-2 女性教員採用状況（P34）  
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なお，任期制については優秀な教員の維持・確保，本学の将来像との整合性等の

観点から，テニュア制の導入を柱とする総合的な見直しに着手し，科学技術振興調

整費による「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」の実施と並行して具体的

な検討を進めている。  
 

計画１－６：  
【65】「大学として重点的に推進する研究プロジェクトに対して，学長の判断で教員

を一定期間，戦略的に増強配置できるようにするために，平成 16 年度から

一定数の教員枠を学長が留保する制度を実施する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学長のリーダーシップを活かした全学的な視点からの人員配置を行うため，総人

件費の見直しによって学長裁量分の人員枠を確保し，大学として重点的に推進する

プロジェクト等に対し人員を戦略的に増強配置できる仕組みを設けた。  
この学長裁量枠を活用し，平成 16 年度から 19 年度までの間に，21 世紀 COE プ

ログラムの推進や先端融合領域研究院の整備等に対し延べ 16 名を配置し，全学的

な取組を支援した（資料 65-1：学長裁量人員枠の活用状況）。  
 

資料 65-1 学長裁量人員枠の活用状況 

年度 所属 職名
遠隔教育研究センター 教授
科学技術開発戦略センター 准教授
遠隔教育研究センター 准教授
テクニカルコミュニケーション担当 教授
保健管理センター 准教授
安心電子社会研究センター 特任教授
科学技術開発戦略センター 特任講師
材料科学研究科 特任助教授

安心電子社会研究センター 特任助教授

テクニカルコミュニケーション担当 講師

先端融合領域研究院 特別招聘教授
先端融合領域研究院 特任教授
先端融合領域研究院 准教授
先端融合領域研究院 助教
テクニカルコミュニケーション担当 准教授
安心電子社会研究センター 特任准教授

平成
16
年度

平成
17
年度

平成
19
年度

平成
18
年度

 

 
計画１－７：  
【66】「客員講座，連携講座の制度を積極的に運用して，学外の優秀な研究者の研

究プロジェクトへの参画を促進する。各種の外国人研究者招聘制度，本学の

国際共同プロジェクト研究の制度等により，学術交流協定締結機関を中心と

して外国の研究者の招聘を促進する。更に，RA その他の研究支援者を雇用

する制度を整備・充実する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
客員講座，連携講座の設置によって客員教員を招聘し，平成 19 年度の時点で客

員講座６講座，連携講座 22 講座に，合わせて 51 名の客員教員（客員教授 30 名，

客員准教授 21 名）を採用している（資料 66-1：客員講座数，連携講座数，客員教

員数）。  
また，外国人研究者の研究プロジェクトへの参画を促進するため，国際共同研究

プロジェクト等を活用し，平成 16～19 年度の４年間で客員研究員 97 名，特別研究

員 44 名を招聘した（資料 66-2：外国人研究員受入状況）。  
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研究支援者については，外部資金を活用して RA（Research Assistant:博士後期

課程学生）及び LA(Laboratory Assistant:博士前期課程学生）を大幅に増員し，研

究支援体制の充実を図った（資料 66-3：RA・LA 採用状況）。  
 

資料 66-1 客員講座数，連携講座数，客員教員数 

講座数 客員教授 客員准教授 講座数 客員教授 客員准教授

平成16年度 6 6 4 19 21 18

平成17年度 6 4 3 20 24 18

平成18年度 6 3 4 21 21 17

平成19年度 6 4 4 22 26 17
注）各年度5月1日現在の数値。

客員講座 連携講座
年　度

 

 
資料 66-2 外国人研究員受入状況 

年　　度 客員研究員 特別研究員 合　計

平成16年度 48 14 6

平成17年度 29 11 4

平成18年度 8 9 17

平成19年度 12 10 2

計 97 44 141

2

0

2

 
 

資料 66-3 RA・LA 採用状況 

平成16-19年度のRA・LA採用実績
採用者 総時間数 総給与額(円)

RA 190 54,524 76,038,400
LA 98 8,347 10,851,100

注）採用者は延べ人数。

 
 

 
●研究資金の配分システムに関する具体的方策  

計画１－８：  
【67】「校費からの研究資金の配分については，必要最小限の額を一律に配分し，

大半は学内共同プロジェクト研究，国際共同プロジェクト研究，初任者研究

環境整備費等に対して，学長のリーダーシップによって開学以来，重点配分

している。このシステムの一層の効率的運用を図る。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学長のリーダーシップによる研究資金の重点配分を図るため，学長裁量経費を逐

年充実し，研究プロジェクト，研究設備・機器の更新，新任教員のスタートアップ

支援等に配分した。また，平成 16 年度に学長裁量経費から一定額を分割した「研

究科長裁量経費」を新たに設け，研究科長の裁量で教育研究経費，研究科運営経費

等に執行した。  
平成 19 年度における学長裁量経費の予算額は，平成 16 年度と比較して 12.2％増

となる３億 7,746 万円となり，大幅に増加した（資料 67-1：学長裁量経費の推移）。  
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資料 67-1 学長裁量経費の推移 
(単位：百万円）

予算内訳 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

学長裁量経費 336 368 380 377 1,461

全体予算 6,686 6,558 6,212 6,368 25,824

全体予算に
占める割合(%) 5.03 5.61 6.12 5.92 5.66

 
 

 
 
計画１－９：  
【68】「平成 16 年度から，教員が外部から獲得する各種の研究資金から，間接経費

が付随するものはその一定割合を，その他のものについては，オーバーヘッド

等を大学において徴収し，学長裁量経費等と併せて，大学全体として研究環境

整備等，研究振興の原資に充当する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
間接経費が措置されない外部資金については管理費を徴収し，間接経費，学長裁

量経費等と併せて大学の研究環境整備，研究振興等の原資を拡大した。  
平成 19 年度の間接経費，管理費の合計額は，対平成 16 年度比で 31.3%の増とな

る１億 4,000 万円と大幅に増加し，これらの経費の多くは学長裁量経費に充当し，

研究科棟及び附属図書館の施設改修等全学的な研究環境整備へ有効活用した（資料

68-1：間接経費，管理費の推移）。  
 

資料 68-1 間接経費，管理費の推移 

（単位：千円）
経費名 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

間接経費 45,779 44,137 69,001 96,600 255,517
管理費 60,722 48,498 50,834 43,122 203,176

計 106,501 92,635 119,835 139,722 458,693
注）「管理費」は，間接経費が措置されていない外部資金から徴収し，
　　研究環境整備等に充当した額。  

 
計画１－10：  
【69】「研究資金の配分に当たっては，経営協議会において配分方針の審議，決算

の報告を行い，配分の有効性と透明性を確保する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
経営協議会では，毎年度予算編成及び決算報告時において，研究資金の配分方針

及び執行状況を審議しているほか，年度途中においても業務の進捗状況等を調査の

上，予算の見直しを行い，配分の有効性と透明性を確保している。  
平成 19 年度には，経営協議会での議論等も踏まえ，センター等の運営費の配分

方法の見直しを行い，前年度配分額を基本とする方法を改め，０ベースからの積み

上げ方式を採用した。  
 

●研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策  
計画１－11：  
【70】「大型あるいは共通性の高い研究設備は，主に学内共同教育研究施設（セン

ター）において計画的に整備し，効率的運用を図る。また，研究科の研究設備

についても，積極的に共同利用を行い，資金の配分と設備利用の効率化を図る。 
特に，最先端の研究設備は，その性能面での寿命が短いことから，常に最
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高の性能を発揮できるように保守整備するとともに，計画的な更新の準備に

努める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
大型あるいは共通性の高い研究設備については，主に学内共同教育研究施設にお

いて計画的に整備するとの方針のもと，計画的に整備を進め，平成 18 年度には新

たな設備整備マスタープランを策定し，各研究科・センターにおいて同プランを踏

まえた設備の整備を推進した。平成 16 年度から 19 年度の４年間で，特別教育研究

経費や学長裁量経費等によって，液化ヘリウム製造装置（平成 18 年度），高周波プ

ラズマ発光分光分析装置（平成 16 年度），ナノ粒子解析装置（平成 17 年度），超臨

界洗浄・乾燥装置（平成 18 年度），近赤外光脳機能計測装置（平成 17 年度），キャ

ンパス無線 LAN 基盤（平成 18 年度），SIP 電話交換装置（平成 19 年度）など，最

先端の研究活動に必要な設備の整備を計画的に進めた（別添資料 70-1：各研究科・

センター設備整備状況，別添資料 P16）。  
 

 
 

別添資料 70-1 各研究科・センター設備整備状況（別添資料 P16） 

 
計画１－12：  
【71】「研究室等のスペースの有効活用を図るために，各研究科の一定面積を学長

が管理し，必要に応じて使用計画を審査の上，一定期間貸与するスペース有効

活用制度を，平成 12 年度から実施しているが，これをさらに厳格に運用する

とともに，新しい大型の研究に対応するために，更に必要な面積の確保に努め

る。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度にプロジェクト研究の内容調査，施設利用状況調査及び実験スペー

ス調査に基づき，施設マネジメントデータベースを充実し，現状の使用実態とニー

ズの把握を行った。  
施設の利用状況等を踏まえ，研究科共用スペースの全学共同利用スペース化を進

めて全学的なプロジェクト研究等の実施に必要なスペースを確保し，平成 17 年度

にテクニカルコミュニケーション専用室，平成 18 年度に科学技術振興調整費によ

る「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」のための研究室等に活用した（資

料 71-1：全学共同利用スペースの活用例）。  
このように，施設の有効活用を図った結果，全学共同利用スペースは平成 19 年

度末時点で計 46 室，2,305 ㎡を確保し，対 16 年度比で面積は 73.6%の増となった

（資料 71-2：全学共同利用スペースの推移）。  
これに加え，平成 19 年度においては，更なる全学的な研究スペースの確保に向

けて，総合研究実験棟の建設に着手し，平成 20 年度末までに実験室･研究室 16 室，

1,039 ㎡を整備する予定である。  
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資料 71-1 全学共同利用スペースの活用例 
 

施設名 面積(㎡) 利用目的

情報Ⅰ棟２階安心電子
社会研究ｾﾝﾀｰ(I-2Qa)

23 21世紀COEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「検証進化可能電子社会」を支援

テクニカルコミュニ
ケーション専用室(K-
24)

157
実際に使える科学技術英語の修得を目指す「イングリッシュ・テクニ
カルコミュニケーション・プログラム」を実施するための専用スペー
スの設置

情報Ⅱ棟３階ｻｰﾊﾞｰ室
(I-34f)

22 「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」関連の研究室

知識Ⅱ棟６階(K-61c) 9 「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」関連の研究室

知識Ⅲ棟２階
(K-25a,K-25b,K-25)

81 「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」関連の研究室
 

 
 
資料 71-2 全学共同利用スペースの推移 

 
 
 
 
 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度(予定)

室数 23 24 46 46 62
面積(㎡) 1,328 1,485 2,305 2,305 3,344

注）室数及び面積は，各年度末時点での数値。

注）20年度は，総合研究実験棟の整備による増加分を加えた数値を示す。

 
計画１－13：  
【72】「研究活動の結果として創出される知的財産は，従来ともすれば特許に重点

が置かれていたが，特許ばかりでなく学術書，教科書，教材等多岐に亘る。

大学がこれら知的財産に，どのように関わっていくのかについては，総合的

に検討する。  
その際，本学における技術経営（MOT）研究の成果をいち早く，本学の知

的財産の創出，取得，管理及び活用において実践する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
知的財産の管理体制については，平成 16 年度に知的財産ポリシー，職務発明規

則等の関連規則を制定したほか，平成 17 年度に産学官連携戦略本部を設置し，産

学連携担当副学長の統括による全研究科との一体的な連携体制を整備した。  
研究成果の社会還元，知的財産の実用化を目指した産業界への技術移転を積極的

に進めるため，試験，分析等の技術サービスを行う「技術指導制度」を，知識やノ

ウハウといった知的財産についても教員による指導，助言が受けられる「技術サー

ビス制度」として統合（平成 18 年度）し，平成 19 年度においては，件数で 21 件

（前年度比 1.5 倍），金額で 1,753 万円（前年度比 1.9 倍）を受け入れた。  
研究成果有体物及びプログラム･データベースについては，ライセンス契約の取扱

いを明確化するとともに，著作物については，教育インタ－ネット・コンテンツの

検討を開始し，教育コンテンツの扱いについて遠隔教育研究センターと協力して，

大学が管理する上での諸問題について調査を行った。  
MOT の手法の活用については，平成 18 年度に発足した発明審査会における特許

の評価審議において，本学 MOT の成果が取り入れられている経済産業省の技術戦

略マップを利用した，活用までの距離の検討・評価，活用検討を実施した。  
以上のように，産学官連携戦略本部体制のもとで，技術サービス制度の構築とそ

の推進体制及び研究成果有体物，プログラム・データベースの取扱い推進体制を整

備した。  
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計画１－14：  
【73】「特許については，有効性の判定，実施の可能性等について厳密な審査を行

い，大学が保有すべきもの，企業等に実施を委ねるべきもの等の判断を的確に

行うシステムを IP オペレーションセンター（知的財産本部）を中心に整備す

る。更に，大学が保有する先端科学技術に関する知的財産を総合的に活用する

観点から，既に実施している総合的技術移転システム： JAIST-TTS(JAIST 
Technology Transfer System) ，研究室で生まれた成果をベンチャー・ビジネ

ス・ラボラトリー，更に石川サイエンスパーク内のラボへ移しながら育ててい

くストリームラボ構想を一層推進する。特に石川サイエンスパークは，平成

15 年度に構造改革特別区域法に基づく「新産業創造拠点化推進特区」に認定

され，新産業創造の拠点化が推進されつつある環境を最大限に生かす。」に係

る状況  
 

（実施状況）  
特許については，関係規則の整備や IP オペレーションセンター等の体制整備を

行い，学外から知的財産に詳しい弁理士，弁護士，技術士等を外部アドバイザーと

して活用し，権利化業務，技術移転活動を広く展開した。  
研究成果の大学発ベンチャーへの育成については，先端科学技術研究調査センタ

ー内の研究室の提供のほか，大学発ベンチャーを活用して研究成果の実用化に取り

組む研究者に対し，VBL 研究室の提供，産学官連携コーディネーターによるアドバ

イス等のサポートを行った。その結果，VBL で研究開発を行った研究者・起業家に

よるベンチャー企業３社がサイエンスパーク内のラボに入居するなど，VBL からサ

イエンスパークへ移しながら育てていくストリームラボ構想を推進した。  
以上のことから，IP オペレーションセンターによる特許性評価，特許審査会での

活用可能性の評価体制が構築され，大学が保有すべきか否かの判断を的確に実施す

る体制が整備された。また，JAIST－TTS に従ったベンチャー起業・育成策が有効

に機能し，併せて大学発ベンチャー起業のベースとなる特許を大学が出願・維持し

て支援する仕組みを整えた。  
こうした取組を通じて，平成 16～19 年度の特許取得数は，58 件，ライセンス等

契約件数 22 件，平成 19 年度の収入は 863 万円となり，平成 16 年度の収入に比べ

て，約 26 倍となった（資料 57-1：知的財産権の取得，管理及び活用の状況，P60）。  
 

（再掲）資料 57-1 知的財産権の取得，管理及び活用の状況（P60）  
  

 
●研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策  

計画１－15：  
【74】「研究活動の成果は，データベースとして整理して公表している。更に，研

究科ごとに相当数の学外専門家をアカデミックアドバイザーとして委嘱し，

研究活動の外部評価を行っており，これらの評価活動を一層充実させる。」に

係る状況  
 

（実施状況）  
研究科毎にアカデミックアドバイザーとの交流会を定期的に実施し，研究科の教

育研究活動の現況や，当該分野・組織の方向性に関する学術的助言を得るシステム

を確立した。  
また，交流会による意見聴取のほか，研究プロジェクトに対する評価や，任期制

の再任審査，内部昇任審査等においてもアカデミックアドバイザーを活用した評価

を行った。  
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計画１－16：  
【75】「評価結果を研究活動の向上につなげるのは，基本的には各自の自覚による

ところであるが，これを単に個人の努力だけに任せずに，評価結果とそれに対

する工夫改善の活動を組織として共有することが大切である。これを研究大学

らしい FD 活動の一環として捉えて，そのための活動とシステムを整備する。」

に係る状況  
 

（実施状況）  
アカデミックアドバイザーからの助言は，研究科教員との交流会を通じて聴取し，

助言内容を研究科内で共有した。  
研究活動の分析を行うための各種データ等の収集を行い，定期的に研究科毎の専

門分野別評価を行うシステムの整備を進めた。  
また，科学研究費補助金や共同研究，受託研究等の受入状況を定期的に教育研究

評議会や役員会に報告し，研究活動の活性化に向けた意見交換を行い，構成員の意

識の向上を図った。  
 
 
計画１－17：  
【76】「研究活動の評価は，各種プロジェクト研究の採択に際しての判断材料とし

て活用されており，このシステムの一層の有効性と透明性に努める。」に係る

状況  
 

（実施状況）  
各プロジェクトの採択に際して，募集テーマ，研究目的，計画内容，実施計画を

判断材料に，各研究科長が所属研究科のプロジェクトを順位付けしたものを学長が

評価し，プロジェクトの採否及び経費配分を決定する二段階評価を実施した。  
また，各プロジェクト研究に対する中間・事後の評価については，平成 19 年度

から従前の学長による評価に加え，副学長，研究科長の評価を実施し，配分額の見

直しに反映させた。  
 
 

●全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策  
計画１－18：  
【77】「高度の研究を活性化する観点から，学内共同研究を奨励・支援するための

学内共同プロジェクト研究の制度を実施しているが，これを一層強力に推進す

るとともに，エクセレント・コアを育てる。具体的には，学内共同プロジェク

ト研究については，これまでどおり研究者の自発的な計画に基づく申請を基に，

今後の発展性を重視して支援を行う。そのようにして育成した共同研究の中か

ら，本学として国際的な水準で重点的に強化する共同研究を選定して支援する

のが，エクセレント・コアの考え方である。これまでに，育ちつつある共同研

究をベースに，エクセレント・コアを形成していくために，平成 15 年度に研

究ユニット制度を発足させており，これを一層充実していく。」に係る状況  
 

（実施状況）  
エクセレント・コアの創出に向けて，学長裁量経費による学内研究プロジェクト

経費の配分（【78】P73 参照）や，既存の組織を超えた研究ユニット制度を活用し，

教員の自発的な計画による研究活動を積極的に支援した（資料 61-1：研究ユニット

設置状況，P64）。  
こうした研究者の自発的な計画に基づく取組支援に加え，分野融合的な研究領域

を創出し，国際的に評価される研究拠点を形成することを目的とする先端融合領域
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研究院を平成 19 年度に設置し，全学的な視点からエクセレント・コアの形成を推

進した。（【61】P64 参照）。  
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（再掲）資料 61-1 研究ユニット設置状況（P64）  

 

 

計画１－19：  
【78】「本学では，常に国内外の研究者と協力して研究を推進することを奨励して

いる。研究支援の２大方策であるところの，学内共同プロジェクト研究と国

際共同プロジェクト研究について，国内外の企業・研究機関等との協力関係

も組み込むことを積極的に奨励していく。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学長裁量経費によるプロジェクト研究支援について，平成 16 年度から 19 年度

までの４年間で，学内研究プロジェクトについては 59 件に総額１億 7,950 万円を，

国際共同研究プロジェクトについては，40 件に総額 7,036 万円を配分した。また，

同経費には，招聘旅費，派遣旅費等を配分することにより，国内外の企業・研究機

関等との協力関係を組み込み，共同研究等の推進を奨励した（資料 78-1：学内研

究・国際共同研究プロジェクト採択状況。研究プロジェクトの評価については【76】
P72 参照）。  

 
資料 78-1 学内研究・国際共同研究プロジェクト採択状況 

（平成 16-19 年度） 
件数 金額（千円）

学内研究プロジェクト 59 179,495
国際共同研究プロジェクト 40 70,355

 
 
 

計画１－20：  
【79】「北陸地区国立大学連合の枠組みの中で，連携大学院，共同研究等の整備を

進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
金沢大学との間で，両大学教員の相互理解を深める場として研究交流会を毎年

度実施した（資料 79-1：金沢大学との研究交流会実施状況）。また，両大学の教育

研究面における連携を促進するため，平成 16 年度に連携事業の支援に関する協定

を締結し，両大学の教員等で構成する教育プログラム開発や研究プロジェクトに関

する教育研究グループを公募し，経費を支給するなど両大学の教育・研究活動の活

性化に努めた (資料 79-2：金沢大学との教育研究グループに対する経費支援の実績 )。 
 
 資料 79-1 金沢大学との研究交流会実施状況

 
  
年度 開催日 参加者

平成16年度 平成16年3月7日 71名

平成17年度 平成17年12月12日 70名

平成18年度 平成18年12月18日 57名

平成19年度 平成19年12月18日 66名  
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資料 79-2 金沢大学との教育研究グループに対する経費支援の実績 

年度 申請件数 配分件数 配分額(円)
平成16年度 9 9 900,000
平成17年度 10 10 1,000,000
平成18年度 9 9 900,000
平成19年度 8 8 800,000

計 36 36 3,600,000  

 
 
 

 
 

●研究科・学内共同教育研究施設 (センター )の研究実施体制等に関する特記事項  
計画１－21：  
【80】「ア．知識創造支援技術と知識マネジメント手法を基盤とするシステム知識

科学プロジェクトの推進（知識科学研究科）」に係る状況  
 

（実施状況）  
本学で企画した情報処理学会グループウェアやネットワークサービス研究会等

において，知識創造支援技術の研究交流等を行った。また，企業とのセミナー等で

も知識マネジメント手法の研究交流等を行った。  
本学で企画した知識創造システム・シンポジウムや国際会議において多くの論

文を発表した。平成 18 年度には知識創造支援システムに関する第１回国際会議

KICSS2006 をタイで開催した。  
文部科学省知的クラスター創成事業に参加し，認知症のための脳健康診断支援

情報システム及びグループホーム用介護支援システムの研究開発が着実に進展し

た。  
このように知識創造支援技術と知識マネジメント手法を基盤とするシステム知

識科学プロジェクトを推進した。  
 
 

計画１－22：  
【81】「イ．科学技術の戦略的管理システムの構築を目指す分野横断型研究プロジ

ェクトの推進（知識科学研究科）」に係る状況  
 

（実施状況）  
21 世紀 COE プログラム「知識科学に基づく科学技術の創造と実践」と連動して

知識科学研究科とマテリアルサイエンス研究科との間で，分野横断プロジェクトを

推進し，平成 17 年度には３つの図書を出版した。また，両研究科の博士後期課程

学生を RA として採用し，総合力を有した研究者としての育成に努めた。  
これによって 21 世紀 COE プログラムが当初目標として掲げた「知のコーディ

ネータ」育成のための教育プログラムの具現化を実現した。  
 
 
計画１－23：  
【82】「ウ．高信頼ソフトウェア開発検証プロジェクトの推進（情報科学研究科）」

に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度から 18 年度までの３年間で PD 延べ 12 名を研究者として，博士後

期課程学生延べ 59 名を OJT として雇用し，プロジェクトに参加させることによ

り，この分野の高度の専門性を有する多数の若手研究者の養成を行うとともに，研

究成果を論文発表した (ジャーナル論文 28 件，国際会議論文 112 件 )。  
この高信頼ソフトウェア開発検証プロジェクトは，平成 18 年度で当初の計画を
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終え，その成果等については，当プロジェクトの内容を包含する 21 世紀 COE プ

ログラム「検証進化可能電子社会」の中で引き続き実施することとした。  
 
 
計画１－24：  
【83】「エ．次世代インターネット研究プロジェクトの推進（情報科学研究科，情

報科学センター）」に係る状況  
 

（実施状況）  
インターネット研究センター，情報科学センター，情報科学研究科が連携して

「インターネットシミュレータ装置 (通称 StarBED)を利用したネットワークの効

率及び品質の改善に関する研究開発」を推進し，平成 17 年度に初期の成果を達成

した。  
平成 18 年度には，次世代ユビキタスネットワーク研究プロジェクトにおいて，

ユビキタスシミュレータ及びユニバーサルシティに関して基礎設計を実施した。  
平成 19 年度には，ユビキタスシミュレータに関して無線エミュレータ及びユビ

キタス環境エミュレータを開発し，Starbed Technical workshop2007（11 月，東

京，参加者 51 名）で関係機関に広く紹介した。  
 

 
計画１－25：  
【84】「オ．有機－無機－生体材料複合による新規機能材料開発プロジェクトの推

進（マテリアルサイエンス研究科）」に係る状況  
 

（実施状況）  
研究ユニット制度や学長裁量経費などを活用して，有機−無機−生体材料の複合

的研究開発およびその基盤整備を進めた。  
平成 18 年度に，ナノスケールの分子エレクトロニクス・計測分野の新規開拓を

目指した研究ユニット「ナノハイブリッドエレクトロニクス」，フェムト秒レーザ

非線形光学を利用した微細加工技術の確立を目指した研究ユニット「フェムト秒科

学に基づいた極限応答材料の開発」，本学の優れた生体分子操作・計測技術に基づ

く新世代バイオデバイスの実現を目指した「先端バイオデバイス研究ユニット」、

平成 19 年度には「コロイド分散系複雑液体研究ユニット」を立ち上げた（資料

61-1：研究ユニット設置状況，P64）。これらの研究ユニットが活動し，有機—無機

—生体材料の複合的研究分野で研究発表・外部資金獲得に成果を上げた（別添資料

84-1：研究ユニット成果・状況報告書，別添資料 P17）。  
物理・化学・生物の３分野にまたがる本プロジェクトに必要な基盤設備として、

平成 16 年度に有機－無機複合材料の構造と物性を原子－分子スケール解析するた

めの有機－無機ナノスケール複合材料解析システムを導入した。平成 17 年度には

学長裁量経費によって大型解析装置の一部を整備し，平成 18-19 年度に研究推進

に不可欠な中規模解析装置の整備を進めた。この活動は設備整備 WG が中心にな

り，計画的に進めた。また複合分野の今後の展開を見据え，先端融合領域研究院と

も協力し，計算科学プロジェクト，ナノテクに関する若手人材育成プログラムとの

交流を進めた。その結果，この数年で組織的・効率的な教育研究体制の整備が進ん

だ。これらの取組が，平成 20 年度からの講座制から領域制への移行とともに，多

様な研究室にまたがった組織的研究体制の基礎となると期待できる。  
 

別添資料 84-1 研究ユニット成果・状況報告書（別添資料 P17）  
（再掲）  
資料 61-1 研究ユニット設置状況（P64）  
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計画１－26：  
【85】「カ．部門制の導入による研究開発業務の高度化推進（知識科学教育研究セ

ンター，情報科学センター，ナノマテリアルテクノロジーセンター）」に係る

状況  
 

（実施状況）  
学内共同教育研究施設 (センター )の最も重要な任務は，教育研究を支援すること

にあり，この支援を高度化するために研究開発業務も高度化が必要であることを再

確認した。各センターでは，個別の課題に対する機動的かつ柔軟な教員，技術職員

のグループを編制しており，特に情報科学センターでは４グループ，ナノマテリア

ルテクノロジーセンターでは３グループを置いている。こうしたグループ制に代表

される機動的な体制を採用することによって研究開発業務の高度化を推進した。  
 
 

b)小項目１の達成状況  
（達成状況の判断) 

目標の達成状況が非常に優れている。 

 

（判断理由) 
教育研究評議会に，人事計画委員会と教員選考委員会を設置し，全学的見地からの

教員選考を行っている。任期制については平成 19 年度末の時点で適用率が 54.8%と

なっている。学長裁量人員枠を設け  ，21 世紀 COE プログラムの推進等に活用してい

る。  
学長裁量経費による学内研究プロジェクトの支援，研究ユニット制度の活用，先端

融合領域研究院の整備等を通じてエクセレント・コアの形成を進めている。学長裁量

経費の拡充，全学共同利用スペースの確保，設備整備マスタープランによる計画的な

設備整備を進め，研究環境の充実を図っている。  
以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。  

 
 

②中項目２の達成状況 

 (達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   (優れた点) 

１．「研究ユニット」を平成 16～19 年度の４年間で計６ユニット設置し，研究プロ

ジェクトの推進を支援している点は，研究拠点形成に向けた取組として優れている。

（計画１－２）【61】 

 

２．先端融合領域研究院を創設し，計算科学分野における拠点形成を進めている点

は優れている。（計画１－２）【61】 

 

３．年俸制を採用した「特別招聘教授」制度は，世界的に著名な研究者を招聘する

仕組みとして優れている。（計画１－３）【62】 
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４．総人件費の見直しによって学長裁量分の人員枠を確保し，延べ 16 名を増強配置

している点は戦略的な人員配置の取組として優れている。（計画１－６）【65】 

 

５．平成 19 年５月現在の任期制適用率は，全教員の 54.8%に至っているほか，再任

審査で学外有識者を審査委員に加えている点は優れている。（計画１－５）【64】 

 

   (改善を要する点) 

・該当なし 

 

   (特色ある点) 
１．科学技術振興調整費による「若手研究者の自立的研究環境整備促進事業」の実

践を通じて，テニュア制の導入に向けた研究環境の整備など特色ある取組を進め

ている。（計画１－５）【64】 

 

２．学長裁量経費による研究プロジェクトの評価について，中間・事後に学長・副

学長と研究科長の２段階評価を行い，事後評価では学外有識者からも評価を受け

ている点は特色ある取組である。（計画１－19）【78】  
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３ 社会との連携，国際交流等に関する目標(大項目) 
 

(１)中項目「社会との連携，国際交流等に関する目標」の達成状況分析 

 
①小項目の分析 

   
 ○小項目１：  

「大学院大学にとっての地域，社会は事柄に応じて多層的であることに留意しつつ，

それぞれの領域に相応しい連携関係を構築していく。本学が中核となって整備が進ん

でいる石川サイエンスパークに立地する研究機関，近隣地域，石川県，北陸地域，全

国，更には世界，そのすべてが本学が対象とする地域であり，社会であるという認識

に立って，積極的に地域の発展に貢献していく。このため，対象とする地域ごとにき

め細かく連携等を図っていく。」の分析  
   

a)関連する中期計画の分析  
 

●地域社会との連携・教育，社会サービス等に関する具体的方策  
計画１－１：  
【86】「ア．開学以来続けてきた中学，高校生を対象とした「一日大学院」を一層充

実して，科学に関する関心と理解を育む機会を与える。」に係る状況  
 

（実施状況）  
開学当初から，地元の中高生を対象とする「一日大学院」を実施している。平

成 16 年度以降は新たに他県の高等学校や，県内の SSH（Super Science High 
School）指定校に参加を働きかけ，過去４年間の参加者は総計 657 名となった（資

料 86-1：一日大学院実習テーマ・参加者数）。  
 

資料 86-1 一日大学院実習テーマ・参加者数（平成 16-19 年度） 

開催日 テーマ
中学生 171
高校生 22

計 193
中学生 146
高校生 9

計 155
中学生 138
高校生 16

計 154
中学生 142
高校生 13

計 155
中学生 597
高校生 60

計 657
計

参加者
中学生：「コンピュータでショートアニメーションを作ろう」
　　　　他２テーマ
高校生：「僕も私もデザイナー」他２テーマ
中学生：「光るスライムを作ろう！」他２テーマ
高校生：「ビジュアルプログラミングへの招待」他１テーマ

中学生：「遺伝子推理クイズで遊ぼう!!」他２テーマ
高校生：「協同する電子の不思議な働きを利用する」他２テーマ

中学生：「コンピュータを使って自分の声を見て，聴いて，加工しよ
う!」他２テーマ
高校生：「手作り装置で色と光のスペクトルを調べる」他２テーマ

平成16年6月5日

平成17年6月4日

平成18年6月3日

平成19年5月26日

 
計画１－２：  
【87】「イ．大学学部，高等専門学校専攻科学生を対象として，大学院レベルの実験

を体験させるインターンシップを推進する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
大学学部学生，高等専門学校専攻科学生を対象に大学院レベルの実験を体験させ

るインターンシップを実施し，過去４年間で 27 名が参加した（資料 87-1：インタ

ーンシップ（体験実習）実習テーマ・参加者数）。  
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平成 18 年度からは，事前に実習生と受入期間や実習テーマなどについて調整を
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行い，より参加しやすい制度に改めた。  
 

資料 87-1 インターンシップ（体験実習）実習テーマ・参加者数（平成 16-19 年度） 
年度 実施時期 参加者数 テーマ

6/14-8/13 1 脳波計測でゲーム脳を探る

8/30-9/17 1 インターネット情報流モデルあるいは人のつながりの自己組織化、自律分散ネットワーク等

8/2-8/6 1 グリッドミドルウェア環境での流れのシミュレーションと可視化の分散処理

8/2-8/11 1 医療画像から再構築した大動脈弓内の流れのシミュレーションとＶＲ装置による可視化

7/16-8/13 5 有機・無機薄膜材料のデバイス応用

8/22-24 2 バクテリアの蛍光測定

1/10-2/10 4 生分解性超分子バイオマテリアルの合成

7/15-8/15 4 有機・無機ハイブリッドシステムの研究

7/15-8/12 1 有機・無機ハイブリッドシステムの実習

６月～８月 1 現場で求められる技術者倫理とその教育

７月 1 宅内バックボーンネットワーク構成技術の評価

７月～８月 1 細胞の神経分化過程における遺伝子変化の解析

７月～８月 1 輝度色度分離系色空間における肌色領域抽出による画像中の顔領域の抽出方法の検討

７月 1 非線形分光法による固体表面界面の研究

８月 1 天然物質からの生分解性プラスティックの合成

１月～２月 1 コミュニティ指向の知の協創メディア

27計

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成19年度

 
 
 
計画１－３：  
【88】「ウ．企業等の技術者を対象とした専門講習会，市民を対象とした講座を充

実する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
企業等の技術者を対象とした専門講習会，市民を対象とした公開講座を開催し，

過去４年間で総計 17 件の公開講座に計 835 名が受講した（資料 56-3：公開講座実

施状況，P59）。  
また，企業等の技術者に対し測定・試験と併せて技術指導，コンサルタントを行

う「技術サービス」制度について，平成 19 年度末までに 46 件，3,210 万円を受け

入れた（資料 56-2：技術サービス受入状況，P59）。  
 
（再掲）  

資料 56-2 技術サービス受入状況（P59）  
資料 56-3 公開講座実施状況（P59）  

 
 
計画１－４：  
【89】「エ．石川県・金沢市等地方公共団体職員を対象とした，「地方公務員政策向

上セミナー」を引き続き実施する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
北陸農政局や石川県の研修で本学教員が講師として指導したほか，平成 17 年度

に能美市と，平成 18 年度に加賀市との間で包括的な連携協定を締結し，市の教職

員に対する資質向上のための研修会を含む地域貢献事業を２年間で 22 件実施した

（資料 89-1：学官連携協定に基づく取組状況）。  
平成 18 年度から，内閣府との連携により「地域再生システム論｣を開講し，地

方公共団体で地域再生の企画立案・実践に携わる職員を対象に講義等を行い，過去

２年間で 194 名が受講した。こうした地域人材育成の取組は，平成 19 年度におけ

る科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」プログラムへの「石川伝統
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工芸イノベータ養成ユニット」の採択に結びついた。  
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資料 89-1 学官連携協定に基づく取組状況（平成 18-19 年度） 

自治体 年度 事業への参画内容

加賀市バイオマスタウン構想書作成

「加賀市図書館プログラム研究ＷＧ」アドバイザー

「次期基幹系システム構想策定業務委託に係る審査会」委員

「加賀市地域交通会議」座長

「加賀市交通サービスを考える会」アドバイザー

「加賀市総合計画策定審議会」アドバイザー

バイオマス利用推進協議会

加賀市食育推進基本計画策定会議

加賀市次期基幹系システム構築アドバイザー会議

 モバイルリテラシー教員研修プログラム 

 環境にやさしい「バイオなどの新エネルギーの開発」 

 閉じこもり後期高齢者の外出支援システムの構築 

 能美市内各医療機関連携による、医療、健康づくり体制の構築 

 里山の地域資源を活かした学生ベンチャーの育成 

 認知症高齢者の増加を防ぐための環境システムの構築 

 能美市民を守る「安全・安心システムの構築」 

 防災対策システムの構築 

 携帯電話等対策プロジェクト会議 （モバイルリテラシー教員研究プログラム） 

 里山の地域資源を生かした産業の育成と市民・学術機関・企業・行政による協働体制の構築 

 認知症高齢者の増加を防ぐための環境システムの構築 

 サイエンスカフェの開催

 官民協働のまちづくりへ向けた人材育成 

平成
18

年度

平成
19

年度

能美市

平成
18

年度

平成
19

年度

加賀市

 

 
 
計画１－５：  
【90】「オ．研究活動の成果をはじめとして，大学の様々な活動状況を市民，企業

関係者，入学希望者等に PR するため，オープンキャンパスを引き続き実施

する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
大学の様々な活動状況を PR する機会としてオープンキャンパスを毎年度実施

している。いしかわサイエンスパークとの共同開催，地元自治体等からの出展，在

学生の保護者への案内の送付等によって来学者の増加を図り，過去４年間での参加

者の総計は 3,422 名となった（資料 90-1：オープンキャンパス来学者数）。  
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資料 90-1 オープンキャンパス来学者数（平成 16-19 年度） 

開催日 参加者数 内容

平成16年6月5日 727

平成17年6月4日 842

平成18年6月3日 976

平成19年5月26日 877

計 3,422

⑴研究室・センターオープン
⑵一日大学院（中学１年生及び高校生対象）
⑶大学院説明会
⑷学生生活相談コーナー
⑸学内見学ツアー
⑹インターネットカフェ
⑺公開講座

 
 
 
計画１－６：  
【91】「カ．附属図書館の開放について，一層の利便性の向上を図る。」に係る状況  

 
（実施状況）  

附属図書館は，24 時間・365 日開館し，一般にも同様に開放している。一般利

用者の利便性を向上させるため，利用者アンケートの実施 Web サイト上での「投

書箱」の開設により，問題点の把握に努め，県内の公共図書館との相互利用体制の

確立，「JAIST 学術研究成果リポジトリ｣の構築（【55】P57 参照），図書利用証の

IC カード化などを行った。  
その結果，一般利用者は平成 16 年度の 7,632 名から平成 19 年度には 14,620 名

となり，約２倍に増加した（資料 29-1：附属図書館の蔵書数，貸出し数，入館者

数，P38）。  
 
 （再掲）資料 29-1 附属図書館の蔵書数，貸出し数，入館者数（P38）  
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計画１－７：  
【92】「キ．国，地方公共団体等の審議会，委員会活動等に積極的に貢献する。」に

係る状況  
 

（実施状況）  
本学の教員が国，地方公共団体等の機関の委員等として活動し，学識経験者とし

て専門的知識の提供を行った。平成 16 年度から平成 19 年度の総計で，延べ 154
名の教員が 379 件，国，地方公共団体等の機関の委員等として活動し，国や自治

体等の取組に対し積極的に貢献した（資料 56-4：国・自治体等の委員等への就任

状況，P59）。  
 

 （再掲）資料 56-4 国・自治体等の委員等への就任状況（P59）  
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計画１－８：  
【93】「ク．石川県が主催する「いしかわシティカレッジ」に協力して，学生・社

会人等を対象とする教育活動を行う。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16 年度及び 17 年度に「ナレッジ・マネジメント入門」，平成 16 年度に「ナ

ノマテリアル・テクノロジー概論」を開講したほか，平成 18 年度においては，リ

レー講義科目「いしかわの高等教育」に学長が参画し，講義を行った。  
今後も受講者のニーズを踏まえ，必要に応じて授業科目を提供することとしてい

る。  
 

●産官学連携の推進に関する具体的方策  
計画１－９：  
【94】「先端科学技術研究調査センターの機能を強化し，共同研究，受託研究，学

外の公的研究プロジェクトへの参画，大学発ベンチャーの育成，知的財産の

管理，移転等の支援業務を総合的に推進する。これらに関連して，大学のシ

ーズの発信，産業界のニーズの調査，新しい連携関係の創出等，大学と企業

等との橋渡しの任に当たる産学連携コーディネーターの機能を充実させる。」

に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 17 年度に発足した産学官連携戦略本部体制のもとで，産学官連携コーディ

ネーター，各研究科・センター， IP オペレーションセンター，学術協力課との連

携体制を構築して先端科学技術研究調査センターの機能を強化し，共同研究，受託

研究，学外の公的研究プロジェクト参加，大学発ベンチャーの育成，知的財産の管

理・移転等を総合的に支援・推進した。また，技術サービス提供先の開拓，公募事

業サポートの強化など，産学官連携コーディネーターの機能を充実させた。  
この結果，過去４年間の総計で，共同研究実施状況は，357 件，６億 8,781 万円，

受託研究実施状況は，211 件，30 億 9,942 万円，技術サービス実施状況は 46 件，

3,210 万円となり，高い水準を維持した（資料 56-1：共同研究，受託研究受入状

況 P59，資料 56-2：技術サービス受入状況 P59）。  
 

（再掲）資料 56-1 共同研究，受託研究受入状況（P59）  
資料 56-2 技術サービス受入状況（P59）  

 
 
●地域の国公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策  

計画１－10：  
【95】「北陸地区国立大学連合の枠組みの中で，共同研究，研究施設の共同利用等

を推進する。また，「大学コンソーシアム石川（仮称）」の設置に向けた調査

検討を踏まえ，参加予定大学との連携を強化する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
北陸地区国立大学連合の枠組みの中で，金沢大学との間で，研究交流会を毎年度

実施したほか，両大学の教員等で構成される教育研究グループに対する経費面での

支援を行った（【79】P73 参照）。  
大学コンソーシアム石川については，いしかわシティカレッジに対し科目を提供

したほか（【93】P82 参照），同コンソーシアム主催の「石川県地域課題ゼミナー

ル」に参加し，県内の地域活性化に関する課題の検討と情報交換を行った。  
さらに，平成 18 年度からは，金沢大学，金沢工業大学，石川県立大学と連携し，
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ベンチャー企業育成を図る「いしかわ大学連携インキュベータ (i-bird）」整備事業

に参画し，研究開発，実用化への支援を推進した。  
 

 
  ●留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策  

計画１－11：  
【96】「ア．既に進められている多くの国際共同研究を一層発展させ，世界の研究

拠点としての役割を遂行する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
国際共同研究プロジェクトを学長裁量経費によって積極的に支援し，国際的な

研究活動を推進した（過去４年間で 40 件のプロジェクトに総額 7,013 万円を配分）

（資料 78-1：学内研究・国際共同研究プロジェクト採択状況，P73）。また，研究

成果をもとに，各種国際シンポジウムを開催し，国際的な学術交流の進展に寄与し

た（過去４年間で 21 件開催し，延べ 2,977 名が参加）（資料 55-3：シンポジウム

等の開催状況，P58）。  
 
（再掲）資料 55-3 シンポジウム等の開催状況（P58）  

資料 78-1 学内研究・国際共同研究プロジェクト採択状況（P73）
 

計画１－12：  
【97】「イ．海外の大学・研究機関等との共同研究の実績をベースとして，学術交

流協定の締結を推進し，同時に共同研究の中で学生の交換留学を推進する。」

に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16～19 年度の４年間で新たに 22 機関と学術交流協定を締結し，協定締結

機関から 65 名の留学生を受け入れ，本学から３名の学生を派遣した（資料 97-1：
学術交流協定の締結状況，資料 97-2：交換留学の実施状況）。こうした交換留学の

実践は平成 20 年度からの「新教育プラン」における研究留学の制度化に結びつい

た。  
 

資料 97-1 学術交流協定の締結状況 

年度 機関数 締結件数

平成16年度 46 8

平成17年度 51 5

平成18年度 54 3

平成19年度 60 6

注１）「機関数」は当該年度末時点の協定締結機関数。

注２）「締結件数」は当該年度に新たに協定を締結した件数。

 
 
 資料 97-2 交換留学の実施状況 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

受入(人) 8 19 18 20 6

派遣(人) 1 1 1 0 3

注1）「受入」「派遣」は，学術交流協定締結機関等への派遣人数及び
     機関からの受入人数

 
5
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計画１－13：  
【98】「ウ．学術交流協定の枠組みの中で共同研究のための教員の派遣・受入れと

同時に，それら教員による相手大学等における講義等，教育への参画を実施

する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
平成 16～19 年度の４年間に学術交流協定機関から延べ 208 名の教員が来学した

ほか，本学から延べ 370 名の教員が訪問し，共同研究を推進した（資料 98-1：学

術交流協定校との共同研究のための教員の派遣・受入状況）。  
特にベトナムとの交流を推進し，平成 18 年度にはベトナム国家大学との「デュ

アル大学院教育」制度（資料 98-2：デュアル大学院教育プログラム）が，ベトナ

ム政府人材派遣計画「322 プロジェクト」に採択された。平成 19 年度には本学教

員延べ 17 名が計４回ベトナムで集中講義を行い，講義に必要な参考書をベトナム

へ送付し，本学へ転入学する前のベトナム学生の学習を支援した。こうした取組を

通じて，ベトナムからの留学生は，平成 19 年５月現在 33 名となっており，全留

学生の 17.9％を占めるに至っている（資料 99-3：留学生の国・地域別受入状況，

P86）。  
 
 

資料 98-1 学術交流協定校との共同研究のための教員の派遣・受入状況 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 計

機関数 20 21 19 22 37

人数 58 48 49 53 208

機関数 24 24 26 31 44

人数 60 74 127 109 370

注）「人数」は延べ数。

受入

派遣
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 出典：「先端教育の国際的展開―ベトナムとの交流状況―」 

資料 98-2 デュアル大学院教育プログラム

 
 
資料 99-3 留学生の国・地域別受入状況（P86）  

 
 

計画１－14：  
【99】「エ．ポスドク研究員，留学生の受入れを一層積極的に推進する。既に全面

的に実施している博士後期課程の英語による授業の質の改善に努める。その

ために教員向けに英語によるテクニカル・コミュニケーション教育を平成 14
年度から実施しているが，これを更に充実させる。」に係る状況  

 
（実施状況）  
外国人ポスドク研究員については，各種外部資金の獲得を通じて積極的な受入を

図り，過去４年間で延べ 88 名を受け入れ，平成 19 年度末時点で 18 名が在職して
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いる（資料 99-1：外国人ポスドク研究員受入状況）。  
留学生については，学術交流協定校からの推薦や，大学院リサーチプログラム（学

生を研究開発業務に従事させる教育プログラム )及びインターネット入試等によっ

て受入を推進し，平成 19 年度の時点で 176 名（正規課程学生のみ）に達した（資

料 99-2：留学生の受入状況，資料 99-3：留学生の国・地域別受入状況）。留学生へ

の学習支援として，平成 19 年度にはマテリアルサイエンス研究科においてカリキ

ュラムに対応した洋書の参考書を包括的に検討し，充実を図った（洋書参考書の購

入数は，平成 18 年度の 10 冊から平成 19 年度は 112 冊に増加）。  
テクニカルコミュニケーションについては，【20】P24 参照。  
 

資料 99-1 外国人ポスドク研究員受入状況 

年　　度 受入人数 在籍人数

平成16年度 18 11

平成17年度 15 10

平成18年度 25 17

平成19年度 30 18

計 88

※在籍人数は、各年度末で在籍している者の数。
※受入人数とは、当該年度に新たに雇用した者
　（当該年度に継続して再雇用した者を含む）の数  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 99-2 留学生の受入状況 

（各年５月１日現在）

修士 54 53 64 82

博士 85 103 95 94

研究生等 3 5 17 8

計 142 161 176 184

　　 年度
区分

平成19年度平成16年度 平成17年度 平成18年度

 
 
 
 
 
 
 
 資料 99-3 留学生の国・地域別受入状況（平成 19 年５月１日現在） 
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●教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策  

計画１－15：  
【100】「ア．海外に対する，衛星通信，インターネットを用いた，遠隔授業の実施

について検討する。」に係る状況  
 

（実施状況）  
海外に対する衛星通信，インターネットを用いた遠隔授業の先進事例である

SOI-Asia プロジェクト（School of Internet Asia Project)と連携し，遠隔教育研究

センター内スタジオから慶応 SFC 経由でアジア各大学との接続試験を実施，情報

科学研究科講義 "Object Oriented Software Development"をアジア各国向けに配

信した。  
ベトナム国家大学とのデュアル大学院において遠隔授業を活用するための検討，

接続テスト及び学長訪越時テレビ会議中継を実施した。  
オープンコースウェア国際会議，ED-MEDIA2006，APRU Distance Learning 
& Internet，APEC e-LEARNING シンポジウム，Web-based Education などの

遠隔授業に関する国際会議に参加し，動向調査を行った。  
 

計画１－16：  
【101】「イ．学術交流協定締結機関と協力して，共同研究の拠点を現地に構築する

計画を進める。」に係る状況  
 

（実施状況）  
学術交流協定に基づく国際共同研究を推進するとともに，国際共同研究プロジ

ェクトによる共同研究を促進したほか，特にベトナム国家大学ハノイ校との協力の

下，ベトナム政府人材派遣計画「322 プロジェクト」を円滑に実施するため，平成

19 年度に現地事務所を設置し，所長と現地職員を２名置くなど，現地に相互交流

の拠点を形成した。  
 
 

b)「小項目１」の達成状況  
(達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
地域に対し一日大学院，公開講座，オープンキャンパス等を通じて教育研究成果

を還元している。  
産学官連携については，産学官連携戦略本部を中心とする全学的な体制のもとで

共同研究，受託研究等を積極的に推進し，平成 16 年度からの４年間で，共同研究 357
件，６億 8,781 万円，受託研究 211 件，30 億 9,942 万円，技術サービス 46 件，3,210
万円を受け入れている。  

国際交流については，学術交流協定に基づく研究者交流，学生交流などを積極的

に推進しており，特にベトナム国家大学との間では，ベトナム政府の支援の下でデ

ュアル大学院プログラムを推進している。また，留学生数は平成 19 年度末時点で 176
人 (研究生を除く。 ) となり，全学生に占める割合は 18.7%となっている。  

以上のことから，目標の達成状況が非常に優れていると判断する。 
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②中項目の達成状況 

 (達成状況の判断) 
 目標の達成状況が非常に優れている。 

 

(判断理由) 
小項目１の判断理由と同様の理由による。 

 

 

③優れた点及び改善を要する点等 

   

 (優れた点) 

１．平成 19 年度に科学技術振興調整費「地域再生人材創出拠点の形成」事業に採択

された「石川伝統工芸イノベータ養成ユニット」は，地域再生への貢献事業として

優れている。（計画１－４）【89】 

  

２．共同研究・受託研究について，平成 18 年度の教員１人当たりの件数が全国立大

学法人中２位の 0.96 件，教員１人当たりの受入額が国立大学法人中１位の 710 万

円となっている。（計画１－９）【94】 

 

３．技術サービス制度について，平成 19 年度の契約は 21 件，1,753 万円となり優れ

た結果をあげている。（計画１－９）【94】 

 

４．博士後期課程の授業をすべて英語で実施し，平成 19 年５月現在の留学生数が全

学生の 18.7％となる 176 名に達している点は優れている。（計画１－14）【99】 

 

５．ベトナム国家大学ハノイ校との連携による「デュアル大学院プログラム」制度

は，教育面での国際貢献活動として優れている。（計画１－13）【98】 

 

 (改善を要する点) 

  該当なし 

   

 (特色ある点) 

１．平成 20 年４月から開始する５年一貫的プログラムでは，６ヶ月から１年間の研

究留学をカリキュラム化しており，国際的な経験が得られる取組として期待され

る。（計画１－12）【97】 
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